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令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省住宅局参事官（マンション・賃貸住宅担当）） 

項 目 名 
老朽化マンションの再生等の円滑化のための組合による事業施行に係
る特例措置の創設 

税 目 法人税、消費税 

要

望

の

内

容 

【制度の概要】 

マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成 14 年法律第 78 号。以下

「マンション建替円滑化法」という。）は、建物の区分所有等に関する法律

（昭和 37 年法律第 69 号。以下「区分所有法」という。）に基づく建替え決議

（同法第 62 条）がなされた後の事業法と位置付けられており、マンションの建

替え等を円滑化する観点から、具体的な手続や事業の施行者である組合に係る

税制上の特例等が規定されている。 

今後の老朽化マンション等の急増に対応するため区分所有法において、区分

所有建物の再生等の円滑化を図る方策として、一棟リノベーションをはじめ、

建替えによらない新たな決議の創設が検討されていることから、マンション建

替円滑化法において、それらの決議に対応する事業手続（組合設立等）の創設

を検討している（区分所有法及びマンション建替円滑化法について、改正を検

討中）。 

老朽化マンションの再生等においては、費用負担の問題が区分所有者間の合

意形成の最大の阻害要因となっており、新たな事業手続を活用した再生等を円

滑に進めるためには、これらの事業実施のために設立される組合について、従

来の建替組合と同様の費用負担軽減が必要であることから、下記事項を要望す

る。 

 

【要望の内容】 

（法人税） 

マンション建替円滑化法に新設を検討する事業（詳細は次ページ）につい

て、事業実施のために設立される組合に係る収益事業以外の所得に係る法人

税を非課税とする。 

（消費税） 

マンション建替円滑化法に新設を検討する事業（詳細は次ページ）について、

事業実施のために設立される組合に係る消費税について、以下の特例措置を講

ずる。 

①資産の譲渡等の時期の特例 

②仕入税額控除の特例 

③申告期限の特例 

 

【関係条文】 

（法人税）法人税法第２条、第６条 

（消費税）消費税法第 60 条第３項、第４項、第８項 

 

 平年度の減収見込額   ＋1.1 百万円 

(制度自体の減収額) (    － 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (    － 百万円) 
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⑴ 政策目的 

今後の老朽化マンション等の急増に対応するため、区分所有法において、区

分所有関係の解消・再生のための新たな仕組みが検討されている。これらの仕

組みに対応して、マンション建替円滑化法に新設することとしている事業手続

の活用により、安全・安心で良好な居住環境を確保したマンション等への再生

を円滑化するほか、耐震性不足等のマンションや放置した場合周辺環境悪化の

おそれのある老朽化マンション等のストック解消を通じて、周辺の住環境や都

市環境の向上、国民の生命の保護を図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

現在のマンションストック総数は約 704 万戸であり、そのうち築 40 年以上を

超えるマンションが約 137 万戸（いずれも令和５年末時点）存在し、今後も急

増が見込まれており、国民の生命保護の観点から、老朽化マンションの再生等

が喫緊の課題となっている。 

マンションの建替えについては、平成 14 年のマンション建替円滑化法の施行

により、マンション建替組合の設立や権利変換手続による建替え手法等が位置

付けられ、平成 26 年の同法改正により、耐震性が不足する要除却認定マンショ

ンを対象にしたマンション敷地売却制度及び容積率緩和制度が導入された。 

これに加えて、令和２年の同法改正（令和４年４月全面施行）により、マン

ション敷地売却制度及び容積率緩和制度の対象となるマンションに、外壁等剥

落により危害を生ずるおそれがあるもの等を追加するとともに、団地型マンシ

ョンにおける敷地分割制度を創設するなど、老朽化マンション等のストックの

解消の促進を図っている。 

このような状況の中で、法制審議会から区分所有法制の見直しに関する要綱

が答申されたことを受けて、区分所有法改正の検討が進められているところ。

区分所有関係の解消・再生のための新たな仕組みとして、①建物取壊し敷地売

却、②建物取壊し、③再建、④敷地売却、⑤建物更新（一棟リノベーショ

ン）、⑥一括建替え等の創設が検討されている。今後想定される区分所有法の

改正を踏まえて、マンション建替円滑化法では、これらの仕組みに対応した事

業手続（①マンション取壊し敷地売却事業、②マンション取壊し事業、③マン

ション再建事業、④敷地売却事業、⑤マンション更新（一棟リノベーション）

事業、⑥一括建替え等事業）を定めることとしており、事業主体の法的安定性

の確保や権利変換手続等による円滑な権利調整を実施するための事業組合の設

立等に関する措置の創設を検討している。 

一方で、老朽化マンションの再生等においては、費用負担の問題が区分所有

者間の合意形成の最大の阻害要因となっており、新たな事業手続を活用した再

生等を円滑に進めるためには、これらの事業実施のために設立される組合につ

いて、従来の建替組合と同様の費用負担軽減が必要である。 

 

※マンション建替円滑化法において新設を検討する事業 

①マンション取壊し敷地売却事業 

・区分所有者及び議決権の一定の多数決により、区分所有建物を取り壊した上

で、敷地の売却を行う事業 

②マンション取壊し事業 



3－3 
 

・区分所有者及び議決権の一定の多数決により、区分所有建物の取壊しを行う

事業 

③マンション再建事業 

・区分所有建物の全部が滅失した場合には、敷地利用権を共有又は準共有する

者の一定の多数決により、その敷地での区分所有建物の再建を行う事業 

④敷地売却事業 

・区分所有建物の全部が滅失した場合には、敷地利用権を共有又は準共有する

者の一定の多数決により、その敷地の売却を行う事業 

⑤マンション更新（一棟リノベーション）事業 

・区分所有者及び議決権の一定の多数決により、共用部分の変更及び全ての専

有部分の更新を行う事業 

⑥一括建替え等事業 

・区分所有建物の一部が滅失した場合に、敷地利用権を共有又は準共有する者

の一定の多数決により、その敷地での区分所有建物の再建及び建替えを行う

事業 

今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

に

関

連

す

る

事

項 
合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

○「住生活基本計画(全国計画)」(令和３年３月 19 日閣議決定)

における位置付け 

目標２  頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な住

宅・住宅地の形成と被災者の住まいの確保 

成果指標 耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有し

ない住宅ストックの比率 

目標６  脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と良

質な住宅ストックの形成 

 

○所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針(令和６年６月

10 日、所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議決

定) における位置付け 

５ 所有者不明土地等の円滑な利活用・管理、土地収用手続

の円滑な運用 

（略）マンション等の区分所有建物の所有者不明化・管理

不全化に対応するため、建物の区分所有等に関する法律

（昭和 37年法律第 69号。以下「区分所有法」という。）等

について、法制審議会の答申を踏まえ、所有者不明等の区

分所有建物に特化した財産管理制度の創設、不明区分所有

者を決議の母数から除外する仕組みの創設等の管理の円滑

化を図る方策や、建替え要件の緩和、多数決による売却・

取壊し等の新たな再生手法の創設等の再生の円滑化を図る

方策、今後の災害に備えた被災区分所有建物の再生の円滑

化を図る方策を盛り込んだ改正法案の速やかな国会提出を

目指す。また、区分所有法等の改正の検討状況や「今後の

マンション政策のあり方に関する検討会とりまとめ」を踏

まえつつ、マンションの管理の適正化の推進に関する法律

（平成 12 年法律第 149 号）、マンションの建替え等の円滑

化に関する法律（平成 14年法律第 78号）等についても、所

有者不明等のマンションの再生等を円滑化する視点から、
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見直しの検討を進め、次期通常国会での法案提出を目指

す。 

 

○経済財政運営と改革の基本方針(令和６年６月 21 日閣議決定)

における位置付け 

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現 

３．主要分野ごとの基本方針と重要課題  

（４）戦略的な社会資本整備 

持続可能な土地の利用・管理の実現に向け、非宅地化を含

む土地利用の円滑な転換等を図る方策を導入する。空き家

対策について、災害対策上の重要性も踏まえ、空き家の発

生抑制、適切な管理、除却等の総合的な取組に加え、流通

拡大や二地域居住促進を通じた利活用拡大を進めるととも

に、相続登記の申請義務化の周知や地籍調査・法務局地図

作成等を含む所有者不明土地等対策を一体的・総合的に推

進する。また、マンションの管理適正化と再生円滑化を推

進する。 

 

○国土交通省政策評価体系上の位置付け 

政策目標 ４ 水害等災害による被害の軽減 

施策目標 11 住宅・市街地の防災性を向上する 

業績指標 36 ①住宅の耐震化率 

政 策 の 

達成目標 

○耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有しない住宅ス

トックの比率 

13％（平成 30 年度）→おおむね解消（令和 12 年度） 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
恒久措置 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

○耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有しない住宅ス

トックの比率 

13％（平成 30 年度）→おおむね解消（令和 12 年度） 

政策目標の

達 成 状 況 

○耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有しない住宅ス

トックの比率 

13％（平成 30 年度）→おおむね解消（令和 12 年度） 
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有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

適用見込み件数            （単位：事業件数） 

国土交通省推計 

※１. 改正法の施行時期は、最短で令和８年秋頃（想定）になる

ため、令和７年度は適用件数が生じない見込み。 

※２.平成 26 年改正法（マンション敷地売却制度の創設）の施

行から２年後に、当該事業の組合設立認可が１件生じたこ

とを参考に、①マンション取壊し敷地売却事業、②マンシ

ョン取壊し事業及び⑤マンション更新事業については、令

和７年改正法（新たな事業手続の創設）の施行から２年が

経過する令和 10 年度以降に各事業案件（①、②及び⑤）が

毎年度１件生じる見込み。また、③マンション再建事業、

④敷地売却事業及び⑥一括建替え等事業については、マン

ションが災害等により滅失していることが前提であるた

め、平年度における適用件数を推計することは困難。 

年度 令和 

７年度 

令和 

８年度 
令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

適用 

件数 

－ 

※１ 

０ 

※２ 

０ 

※２ 

３ ３ 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

老朽化マンションの再生等の円滑化のためには、区分所有者

間の合意形成の円滑化が必要不可欠である。老朽化マンション

の再生等においては、費用負担の問題が区分所有者間の合意形

成の最大の阻害要因となっており、新たな事業手続を活用した

再生等を円滑に進めるためには、これらの事業実施のために設

立される組合について、従来の建替組合と同様の費用負担軽減

が有効かつ必要である。 

本特例措置により事業検討段階における区分所有者等からの

理解が得られやすくなることで、一棟リノベーションをはじめ

とする建替えに限らない新たな老朽化マンションの再生等が促

進される。これにより、耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐

震性を有しない住宅ストックの解消に寄与する。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

老朽化マンションの再生等の円滑化のための組合による事業施

行に係る特例措置（法人住民税、法人事業税、事業所税、地方

消費税）の創設を要望。 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

― 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

― 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

老朽化マンションの再生等を円滑に行うにあたっては、組合

設立（法人格が与えられること）により、事業組合が主体とな

って事業推進を図ることが有効（各区分所有者が個別で売買契

約や登記手続を行うことなく、組合が権利調整や各種契約行為

の主体となり事業を円滑化）である。一方、事業組合を設立し

た場合は、当該組合に対して法人税等が課税されることになる

ため、追加の費用負担が発生することになる。この点、マンシ

ョンの再生等を実施するためには、区分所有者間の合意形成が

必要不可欠であるが、費用負担の問題が区分所有者間の合意形

成の最大の阻害要因となっており、本特例が措置されない場

合、区分所有者間の合意形成に支障が生ずるおそれがある。 

本特例措置は、これまで取り組みが進みにくい状況にあった

老朽化マンション等において、組合設立による事業実施を行う

ための区分所有者間の合意形成を促す上で、他の措置に比して

的確かつ必要最小限であるため、本特例措置によることが妥当

である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

― 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

― 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

― 

前回要望時 

の達成目標 
― 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

― 

これまでの 

要 望 経 緯 

マンション建替円滑化法に基づく事業組合の特例に係る要望経

緯は以下とおり。 
・平成 14 年度 創設（マンション建替事業） 
・平成 26 年度 創設（マンション敷地売却事業） 
・令和３年度 創設（敷地分割事業） 
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令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省住宅局参事官（マンション・賃貸住宅担当）） 

項 目 名 
老朽化マンションの再生等の円滑化のための組合による事業施行に係

る特例措置の拡充 

税 目 法人税、消費税 

要

望

の

内

容 

【制度の概要】 

マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成 14 年法律第 78 号。以下

「マンション建替円滑化法」という。）は、建物の区分所有等に関する法律

（昭和 37 年法律第 69 号。以下「区分所有法」という。）に基づく建替え決議

（同法第 62 条）がなされた後の事業法と位置付けられており、マンションの建

替え等を円滑化する観点から、具体的な手続や事業の施行者である組合に係る

税制上の特例等が規定されている。 

マンション建替円滑化法に基づくマンション敷地売却事業及び敷地分割事業

について、事業実施のために設立される組合に対する税制上の特例措置とし

て、下記事項を要望する。 

【要望の内容】 

（法人税） 

マンション建替円滑化法におけるマンション敷地売却事業※１及び敷地分割

事業※２の対象拡充後においても引き続き、マンション敷地売却組合及び敷地

分割組合について、収益事業以外の所得に係る法人税を非課税とする。 

（消費税） 

マンション建替円滑化法におけるマンション敷地売却事業及び敷地分割事業

の対象拡充後においても引き続き、マンション敷地売却組合及び敷地分割組合

について、消費税に係る以下の特例措置を講ずる。 

①資産の譲渡等の時期の特例 

②仕入税額控除の特例 

③申告期限の特例 

※１.マンション敷地売却事業は、区分所有者及び議決権の一定の多数決によ

り、マンション及びその敷地を一括して売却を行う事業のこと。 

※２.敷地分割事業は、団地において一部の棟の建替え・敷地売却を行うた

め、区分所有者及び議決権の一定の多数決により、敷地の分割を行う事

業のこと。 

【関係条文】 

（法人税）法人税法第２条、第６条、マンション建替円滑化法第 139 条第１

項、第 188 条１項 

（消費税）消費税法第 60 条第３項、第４項、第８項、マンション建替円滑化

法第 139 条第２項、第 188 条第２項 

 

 平年度の減収見込額  － 百万円 

(制度自体の減収額) (    － 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (    － 百万円) 
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新

設

・
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充
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は

延

長

を

必

要

と

す

る

理
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⑴ 政策目的 

今後の老朽化マンション等の急増に対応するため、マンション建替円滑化法

に基づくマンション敷地売却事業及び敷地分割事業により、安全・安心で良好

な居住環境を確保したマンション等への再生を円滑化するほか、耐震性不足等

のマンションや放置した場合周辺環境悪化のおそれのある老朽化マンション等

のストック解消を通じて、周辺の住環境や都市環境の向上、国民の生命の保護

を図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

現在のマンションストック総数は約 704 万戸であり、そのうち築 40 年以上を

超えるマンションが約 137 万戸（いずれも令和５年末時点）存在し、今後も急

増が見込まれるところ、国民の生命保護の観点から、老朽化マンションの再生

等が喫緊の課題となっている。 

マンションの建替えについては、平成 14 年のマンション建替円滑化法の施行

により、マンション建替組合の設立や権利変換手続による建替え手法等が位置

付けられ、平成 26 年の同法改正により、耐震性が不足するマンションを対象に

したマンション敷地売却制度及び容積率緩和制度が導入された。 

これに加えて、令和２年の同法改正（令和４年４月全面施行）により、マン

ション敷地売却制度及び容積率緩和制度の対象となるマンションに、外壁等剥

落により危害を生ずるおそれがあるもの等を追加するとともに、団地型マンシ

ョンにおける敷地分割制度を創設するなど、老朽化マンション等のストックの

解消の促進を図っている。 

このような状況の中で、老朽化マンションの再生等の更なる促進を図る観点

から、法制審議会から区分所有法制の見直しに関する要綱が答申されたことを

受けて、建物の区分所有等に関する法律（昭和 37 年法律第 69 号。以下「区分

所有法」という。）の改正について検討が進められているところ。 

区分所有関係の解消・再生のための新たな仕組みとして、区分所有法におい

て、通常のマンションも対象とする「建物敷地売却決議」の創設が検討されて

いることを踏まえ、現行のマンション敷地売却事業について、除却の必要性に

係る認定（以下「要除却認定」という。）を経ることなく、当該事業を行うこ

とができることとすることを検討している（区分所有法及びマンション建替円

滑化法について、改正を検討中）。 

また、「建物敷地売却決議」等について、地震に対する安全性が確保されて

いない等の要件を満たす建物は区分所有者等の４分の３※以上の賛成で決議で

きることが検討されていることを踏まえ、敷地分割事業について、要除却認定

を受けた場合には、現行では５分の４以上の賛成を求めることとしているとこ

ろ区分所有者等の４分の３以上の賛成で決議できることとすることを検討して

いる（マンション建替円滑化法について、改正を検討中）。※被災区分所有法

による場合は「３分の２」。 

一方で、マンション敷地売却事業等の施行においては、費用負担の問題が区

分所有者間の合意形成の最大の阻害要因となっており、マンション建替円滑化

法に基づく事業手続を活用した再生等を円滑に進めるためには、これらの事業

実施のために設立される組合について、現行と同様の費用負担軽減が必要であ

る。 
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今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

○「住生活基本計画(全国計画)」(令和３年３月 19 日閣議決定)

における位置付け 

目標２  頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な住

宅・住宅地の形成と被災者の住まいの確保 

成果指標 耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有し

ない住宅ストックの比率 

目標６ 脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と良質

な住宅ストックの形成 

 

○所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針(令和６年６月

10 日、所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議決

定) における位置付け 

５ 所有者不明土地等の円滑な利活用・管理、土地収用手続

の円滑な運用 

（略）マンション等の区分所有建物の所有者不明化・管理

不全化に対応するため、建物の区分所有等に関する法律

（昭和 37年法律第 69号。以下「区分所有法」という。）等

について、法制審議会の答申を踏まえ、所有者不明等の区

分所有建物に特化した財産管理制度の創設、不明区分所有

者を決議の母数から除外する仕組みの創設等の管理の円滑

化を図る方策や、建替え要件の緩和、多数決による売却・

取壊し等の新たな再生手法の創設等の再生の円滑化を図る

方策、今後の災害に備えた被災区分所有建物の再生の円滑

化を図る方策を盛り込んだ改正法案の速やかな国会提出を

目指す。また、区分所有法等の改正の検討状況や「今後の

マンション政策のあり方に関する検討会とりまとめ」を踏

まえつつ、マンションの管理の適正化の推進に関する法律

（平成 12 年法律第 149 号）、マンションの建替え等の円滑

化に関する法律（平成 14年法律第 78号）等についても、所

有者不明等のマンションの再生等を円滑化する視点から、

見直しの検討を進め、次期通常国会での法案提出を目指

す。 

 

○経済財政運営と改革の基本方針(令和６年６月 21 日閣議決定)

における位置付け 

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現 

３．主要分野ごとの基本方針と重要課題  

（４）戦略的な社会資本整備 

持続可能な土地の利用・管理の実現に向け、非宅地化を含

む土地利用の円滑な転換等を図る方策を導入する。空き家

対策について、災害対策上の重要性も踏まえ、空き家の発

生抑制、適切な管理、除却等の総合的な取組に加え、流通

拡大や二地域居住促進を通じた利活用拡大を進めるととも

に、相続登記の申請義務化の周知や地籍調査・法務局地図

作成等を含む所有者不明土地等対策を一体的・総合的に推

進する。また、マンションの管理適正化と再生円滑化を推

進する。 
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○国土交通省政策評価体系上の位置付け 

政策目標 ４ 水害等災害による被害の軽減 

施策目標 11 住宅・市街地の防災性を向上する 

業績指標 36 ①住宅の耐震化率 

政 策 の 

達成目標 

○耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有しない住宅ス

トックの比率 

13％（平成 30 年度）→おおむね解消（令和 12 年度） 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

恒久措置 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

○耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有しない住宅ス

トックの比率 

13％（平成 30 年度）→おおむね解消（令和 12 年度） 

政策目標の

達 成 状 況 

○耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有しない住宅ス

トックの比率 

13％（平成 30 年度）→おおむね解消（令和 12 年度） 

有 

効 

性 
要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

適用見込み件数            （単位：事業件数） 

国土交通省推計 

※１. 令和７年度は、過去５年間の実績（平均）に基づき、事業

件数３件（約 180 戸）を見込む。改正法の施行時期は、最

短で令和８年秋頃（想定）になるため、令和８年度（初年

度）についても施行前と同数を見込む。令和９年度（平年

度）は、拡充の効果により、初年度から 1.25 倍に増加す

ると想定し、事業件数４件（約 230 戸）を見込む。 

※２.令和７年度は、事業件数１件（約 400 戸注）を見込む。改

正法の施行時期は、最短で令和８年秋頃（想定）になるた

め、令和８年度（初年度）についても施行前と同数を見込

む。令和９年度（平年度）は、改正法の施行により拡充の

効果が見込まれるものの、団地特有の事業推進の困難さ

（多数の区分所有者等の存在や敷地分割後の敷地の活用方

法に係る合意形成が必要）を勘案し、適用件数は拡充を行

う前年と同数を見込む。 

注:全国の団地型マンションにおける１団地当たりの平均

戸数（400 戸）を採用。 

適用件数 令和７年度 
令和８年度 

（初年度） 

令和９年度

（平年度） 

マンション 

敷地売却事業

※１ 

３ ３ ４ 

敷地分割事業 

※２ 
１ １ １ 
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要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

老朽化マンションの再生等の円滑化のためには、区分所有者

間の合意形成の円滑化が必要不可欠である。老朽化マンション

の再生等においては、費用負担の問題が区分所有者間の合意形

成の最大の阻害要因となっており、マンション敷地売却事業及

び敷地分割事業を活用した再生等を円滑に進めるためには、こ

れらの事業実施のために設立される組合について、現行と同様

の費用負担軽減措置が有効かつ必要である。 

本特例により事業検討段階における区分所有者等からの理解

が得られやすくなることで、マンション敷地売却事業及び敷地

分割事業を活用した、老朽化マンションの再生等が促進され

る。これにより、耐震性不足のマンションストック解消の円滑

化を通じて、耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有し

ない住宅ストックの解消に寄与する。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

※マンション建替円滑化法に基づく事業に係る税制上の措置は

以下のとおり（当該要望項目を除く） 

 

【国税】 

〔所得税〕 

・優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲

渡所得の課税の特例（租税特別措置法第 31 条の２第１項、第

２項 10 号、第 11 号） 

・換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例（租税特

別措置法第 33 条の３第６項、第７項、第８項） 

・特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡

所得の特別控除（租税特別措置法第 34 条の２第２項第 22

号、第 22 号の２） 

・移転等の支出に充てるための交付金の総収入金額不算入（所

得税法第 44 条、同法施行令第 93 条） 

 

〔法人税〕 

・土地等の譲渡がある場合の特別税率（租税特別措置法第 62 条

の３第４項第 10 号、第 11 号） 

・換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例（租税特

別措置法第 65 条第１項第６号、第７号） 

・特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡

所得の特別控除（租税特別措置法第 65 条の４第１項第 22

号、第 22 号の２） 

 

〔登録免許税〕 

・権利変換手続開始等の登記の免税措置（租税特別措置法第 76

条） 

 

 

【地方税】 

〔不動産取得税〕 

・マンション建替円滑化法における施行者又はマンション敷地

売却組合が特定要除却認定マンション又はその敷地を取得す
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る場合の不動産取得税の非課税（地方税法附則第 10 条第５

項） 

 

〔事業税〕 

・法人の事業税の非課税所得等の範囲（地方税法第 72 条の５第

１項第８号） 

・換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例【国税と

連動】 

・特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡

所得の特別控除【国税と連動】 

・移転等の支出に充てるための交付金の総収入金額不算入【国

税と連動】 

 

〔事業所税〕 

・事業所税の非課税の範囲（地方税法第 701 条の 34 第２項） 

 

〔個人住民税・法人住民税〕 

・優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲

渡所得の課税の特例（地方税法附則第 34 条の２第１項、第４

項） 

・区分所有者が組合に土地等を買い取られる場合の譲渡所得の

特別控除【国税と連動】 

・組合の収益事業以外の所得係る非課税特例【国税と連動】 

・権利消滅期日に権利を失う者に対して支払われる補償金の総

収入金額不算入の特例【国税と連動】 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

― 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

― 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

老朽化マンションの再生等を円滑に行うにあたっては、組合

設立（法人格が与えられること）により、事業組合が主体とな

って事業推進を図ることが有効（各区分所有者が個別で売買契

約や登記手続を行うことなく、組合が権利調整や各種契約行為

の主体となり事業を円滑化）である。一方、事業組合を設立し

た場合は、当該組合に対して法人税等が課税されることになる

ため、追加の費用負担が発生することになる。この点、マンシ

ョンの再生等を実施するためには、区分所有者間の合意形成が

必要不可欠であるが、費用負担の問題が区分所有者間の合意形

成の最大の阻害要因となっており、本特例が措置されない場

合、区分所有者間の合意形成に支障が生ずるおそれがある。 

本特例措置は、これまで取り組みが進みにくい状況にあった

老朽化マンション等において、組合設立による事業実施を行う

ための区分所有者間の合意形成を促す上で、他の措置に比して

的確かつ必要最小限であるため、本特例措置によることが妥当

である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

令和元年度～令和５年度のマンション建替円滑化法に基づくマンショ

ン敷地売却事業等の組合設立認可実績 14 件（約 918 戸） 

上段：事業件数、下段：施行戸数 

 敷地売却事業 敷地分割事業 

令和元年度 
２件 ※ 

187 戸 

令和２年度 
４件 ※ 

265 戸 

令和３年度 
２件 ※ 

124 戸 

令和４年度 
１件 0 件 

70 戸 0 戸 

令和５年度 
５件 0 件 

272 戸 0 戸 

合 計 
14 件 0 件 

918 戸 0 戸 

【出典】国土交通省から各都道府県・指定都市等へのマンション建替

事業等に係る施行状況調査結果（令和６年７月実施） 

※敷地分割制度は、令和４年４月施行。 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

― 
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租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

本特例により事業検討段階における区分所有者等からの理解

が得られやすくなることで、マンション敷地売却事業により老

朽化マンションの再生等が促進され※１、耐震性不足のマンショ

ンストック解消に寄与した（マンション敷地売却事業は、令和

３年５件、令和４年１件の事業が完了。）。 

なお、国土交通省から各都道府県・指定都市等へのマンショ

ン建替事業等に係る施行状況調査結果（令和６年７月実施）に

基づくと、マンション建替円滑化法に基づくマンション敷地売

却事業について、現在、事業推進中（組合設立から事業完了前

まで）の案件が 10 件程度あることを確認している。 

また、現時点において、敷地分割事業（令和４年４月施行）

の実績はないが、これは、当該事業は団地において多数の区分

所有者等の存在や敷地分割後の敷地の活用方法（建替え・マン

ション敷地売却等）に係る合意形成や権利調整が必要になるた

めであると考えられ、現行のマンション建替事業※２と同様に、

本特例措置の適用を受ける案件が生じるまでに一定の期間を要

することが想定される。 

※１. 特定要除却認定マンションは売却後買受人が除却を行う

必要がある。 

※２.マンション建替事業では、マンションの管理組合等にお

いて建替えの検討開始からマンション建替組合の設立認

可まで、平均で約５年を要している。 

前回要望時 

の達成目標 

○住生活基本計画（平成 28 年３月 18 日閣議決定） 

多数の区分所有者の合意形成という特有の難しさを抱える老

朽化マンションの建替え・改修を促進し、耐震性等の安全性

や質の向上を図る。 

≪指標≫マンションの建替え等の件数（昭和 50 年からの累計） 

約 250 件（平成 26 年度）→ 約 500 件（令和７年度） 

 

○大規模な地震時等において危険な住宅及び住宅市街地の安全

性の確保等により、安全・安心な住宅及び居住環境の整備を

図る。 

≪指標≫新耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有する

住宅ストックの比率 

 82%（平成 25 年度）→ おおむね解消（令和７年度） 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

政策目標の達成のためには、本特例措置を引き続き講じるこ

とで、老朽化マンション等のストックの解消を図り、安全・安

心で良好な居住環境を確保したマンションへの建替え等を円滑

化するとともに、周辺の住環境や都市環境の向上を図ることが

必要である。なお、目標期間が満了していないため、現時点で

目標達成の成否を評価することは困難である。 

これまでの 

要 望 経 緯 

マンション建替円滑化法に基づく事業組合の特例に係る要望経

緯は以下のとおり。 
・平成 14 年度 創設（マンション建替事業） 
・平成 26 年度 創設（マンション敷地売却事業） 
・令和３年度 創設（敷地分割事業） 
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令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省物流・自動車局総務課企画・電動化・自動運転参事官室） 

項 目 名 自動車関係諸税の課税のあり方の検討 

税 目 自動車重量税 

要

望

の

内

容 

 
自動車関係諸税については、令和６年度与党税制改正大綱の検討事項を踏ま

え、日本の自動車戦略やインフラ整備の長期展望を踏まえるとともに、「2050
年カーボンニュートラル」目標の実現に向けた積極的な貢献、モビリティ産業
の発展に伴う経済的・社会的な受益者の広がりや保有から利用への移行、地域
公共交通へのニーズの高まり等を踏まえつつ、国・地方を通じた財源を安定的
に確保していくことを前提に、受益と負担の関係も含め、公平・中立・簡素な
課税のあり方について、中長期的な視点に立って検討を行う。 
 
 
【関係条文】 
自動車重量税法第７条、同法施行令第４条、５条、同法施行規則第２条 
租税特別措置法第 90 条の 11、第 90 条の 11 の２、第 90 条の 11 の３、第 90 条
の 12 
同法施行令第 51 条の 2、同法施行規則第 40 条の２、第 40 条の４ 
 

 

 平年度の減収見込額   －  百万円 

(制度自体の減収額) (  －  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  －  百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

 政策目的 

「2050 年カーボンニュートラル」目標の実現に積極的に貢献するとともに、
自動運転をはじめとする技術革新の必要性や保有から利用への変化、モビリテ
ィの多様化を受けた利用者の広がり等の自動車を取り巻く環境が大きく変化し
ており、高齢者の免許返納の加速や人口減少等に伴う地域公共交通へのニーズ
の高まりに加え、上記の環境変化にも対応するためのインフラの維持管理や機
能強化の必要性等がある中で、自動車産業ひいては日本経済全体の活性化を図
るため、自動車関係諸税の公平・中立・簡素な課税のあり方について、中長期
的な視点に立って検討を行う。 

 

⑵ 施策の必要性 

①   自動車業界は CASE に代表される 100 年に１度ともいわれる大変革に直
面している。世界的な脱炭素の動きを受けた電気自動車の急速な普及、内
燃機関自動車に対する規制の強化、ネットワークに接続した自動車を中心
とする自動運転技術の飛躍的向上などの動きに代表されるこの大変革に対
応できるか否かは単に一産業の問題ではなく、日本の経済・雇用を大きく
左右しかねない極めて重要な課題である。 

②  令和６年度与党税制改正大綱の検討事項においては、「日本の自動車戦
略やインフラ整備の長期展望を踏まえるとともに、「2050 年カーボンニ
ュートラル」目標の実現に向けた積極的な貢献、モビリティ産業の発展に
伴う経済的・社会的な受益者の広がりや保有から利用への移行等を踏まえ
つつ、国・地方を通じた財源を安定的に確保していくことを前提に、受益
と負担の関係も含め、公平・中立・簡素な課税のあり方について、中長期
的な視点に立って検討を行う。」とされたところ。 

③  また、第２次交通政策基本計画（令和３年５月 28 日閣議決定）におい
ては、「交通事業が独立採算制を前提とすることは、これまでにも増して
困難となってくるとの認識に立ち、地域公共交通の維持確保に必要な財源
のあり方について、国・地方の厳しい財政状況も踏まえつつ、検討を行
う。」とされたところ。 

④  さらに、第５次社会資本整備重点計画（令和３年５月 28 日閣議決定）
においては、戦略的・計画的な社会資本整備のための安定的・持続的な公
共投資に関して、「これらの実施に必要な財源のあり方については、
PPP/PFI 等の民間資金の活用を推進するとともに、受益者負担を求めうる
分野については、社会経済状況の変化や脱炭素社会の実現に向けた取組、
海外における利用者負担等に関する状況等を踏まえつつ、利用実態に即し
た適切な負担のあり方についての検討を進める。また、それ以外の分野に
ついても、特に気候変動による災害リスクの増大への対応の必要性等を踏
まえつつ、適切な負担のあり方についての検討を行う。」とされたとこ
ろ。 

⑤  上記を踏まえ、2050 年カーボンニュートラル、将来のモビリティ社会像
を見据えつつ、自動車関係諸税のあり方について、高齢者の免許返納の加
速や人口減少等に伴う地域課題の深刻化等の視点も踏まえた検討を行う必
要がある。 
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今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標３  地球環境の保全 
施策目標９  地球温暖化防止等の環境の保全を行う 
参考指標13  新車販売に占める次世代自動車の割合 
 

政 策 の 

達成目標 

 
① 自動車重量税のグリーン化により、自動車の環境負荷の低減

等を図る。 
② 2030 年までに乗用車の新車販売に占める次世代自動車の割合

を５～７割とすることを目指す。   
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
－ 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 
－ 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
新車販売に占める次世代自動車の割合 
平成20年度（エコカー減税導入前）： 3.0％ 
令和５年度（エコカー減税導入後）：57.2％ 

 

有 

効 
性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
 
－ 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
令和６年度与党税制改正大綱の検討事項においては、「日本

の自動車戦略やインフラ整備の長期展望を踏まえるとともに、
「2050 年カーボンニュートラル」目標の実現に向けた積極的な
貢献、モビリティ産業の発展に伴う経済的・社会的な受益者の
広がりや保有から利用への移行、地域公共交通へのニーズの高
まり等を踏まえつつ、国・地方を通じた財源を安定的に確保し
ていくことを前提に、受益と負担の関係も含め、公平・中立・
簡素な課税のあり方について、中長期的な視点に立って検討を
行う。」とされており、この方針の実現を図る。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
 
－ 
 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
－ 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
－ 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

 
令和６年度与党税制改正大綱の検討事項においては、「日本

の自動車戦略やインフラ整備の長期展望を踏まえるとともに、
「2050 年カーボンニュートラル」目標の実現に向けた積極的な
貢献、モビリティ産業の発展に伴う経済的・社会的な受益者の
広がりや保有から利用への移行、地域公共交通へのニーズの高
まり等を踏まえつつ、国・地方を通じた財源を安定的に確保し
ていくことを前提に、受益と負担の関係も含め、公平・中立・
簡素な課税のあり方について、中長期的な視点に立って検討を
行う。」とされていることを踏まえ、その検討を行う。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
○自動車重量税のエコカー減税（財務省試算） 
令和３年度 ：約 510 億円 
令和４年度 ：約 400 億円 
令和５年度 ：約 500 億円 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
－ 
 
 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
エコカー減税の導入以降、次世代自動車の普及率は平成 21 年

度の 11.0％から令和５年度には 57.2％に大幅に向上しているな
ど（約 46 ポイント増加）、本措置による効果も合わさって環境
性能に優れた自動車の普及に大きな効果を発揮し、目標に向か
って着実に向上していることから、税負担の軽減による普及促
進効果は大きい。 
加えて、エコカー減税の導入以降、新車の平均燃費が向上し

ていることから、市場競争を通じてエンジン技術や軽量化など
の共通基盤技術が磨きあげられていると考えられ、自動車の技
術革新の加速化、ひいては、新興市場を含めたグローバル市場
における我が国自動車メーカーの国際競争力の更なる強化等の
効果も期待できる。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
－ 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
 
－ 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
－ 
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令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ）  

（国土交通省物流・自動車局自動車整備課） 

項 目 名 車検の受検可能期間の拡大に伴う所要の措置 

税 目 自動車重量税 

要

望

の

内

容 

車検の受検可能期間（以下単に「受検期間」という。）の拡大に伴い、租税
特別措置法施行令等における「新車新規登録等から 13 年/18 年経過する自動車
（以下「経年車」という。）」の経過年数の規定についても、道路運送車両法
施行規則の改正に合わせ、付随的な改正を要望する。 
 
【関係条文】 
租税特別措置法第 90 条の 11 の２、第 90 条の 11 の３ 
租税特別措置法施行令第 51 条の３ 
租税特別措置法施行規則第 40 条の３ 

 

 平年度の減収見込額   ― 百万円 

(制度自体の減収額) (    ― 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (    ― 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

受検可能期間を拡大し、特に年度末（３月）に集中する車検需要の平準化を
図ることで、自動車整備工場の車検関連業務の負担軽減及びユーザーの利便性
向上を図る。 

 

 

⑵  施策の必要性 

現状、自動車の車検は、原則として車検証の有効期間の満了日の１か月前か
ら受検することを可能としている。他方、昨今の自動車整備士の不足に伴い、
一部の自動車整備工場において車検に対応できるキャパシティを超えた結果、
指定の期間内に車検を受検できない自動車の使用者が生じている。 

このため、自動車整備工場の働き方改革の推進及び自動車の使用者の利便性
向上を図ることを目的として、受検期間を「２か月前から」とするための関係
法令の改正を行った（令和６年６月 25 日公布・令和７年４月１日施行）。 

一方で、租税特別措置法の体系下においては、経年車の自動車重量税に係る
経過年数の考え方について、離島に使用の本拠の位置を有する自動車に関して
特例的な規定を設けているところ、今般の道路運送車両法施行規則の改正によ
り使用の本拠の位置に関わらず一律で車検証の有効期間の満了日の「２か月前
から」受検することができるようになることを踏まえ、 

・離島における経年車の特例的な規定を削除する 若しくは 

・本土における経年車の考え方を離島における経年車の考え方に合わせる 

のいずれかの付随的改正を行う必要がある。 
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今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

― 
 
 
 
 

政 策 の 

達成目標 

― 
 
 
 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

― 
 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

― 
 
 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

― 
 
 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

― 
 
 
 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

― 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

― 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

― 
 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

― 
 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

― 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

― 
 
 
 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

― 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

― 
 
 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

― 
 
 
 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

― 
 
 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

― 

 



令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 国土政策局 地域振興課 半島振興室） 

項 目 名 半島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延
長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

【要望】 
半島振興対策実施地域として指定された地域のうち、半島振興法第９条の２

第１項及び第９項の規定に基づき、市町村が産業振興促進計画を作成し、主務
大臣（国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣）が認定した地域（過疎地域
持続的発展市町村計画の産業振興促進事項に定めた区域を除く）における、法
人又は個人に適用される、製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サービ
ス業等に係る割増償却制度（５年間、償却限度額：機械・装置にあっては普通
償却額の 32％、建物・附属設備、構築物にあっては普通償却限度額の 48％）に
ついて、適用期限を２年間（令和９年３月 31日まで）延長する。 
 

【現行制度】 
１．製造業・旅館業 
（１）対象 
  ①資本金 5,000 万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物

の取得等 
  ②資本金 5,000 万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

新増設に係る取得等 
（２）取得価額の下限値 
   一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が以下に示す下限

値以上である場合 
資本金の規模 1,000万円以下 1,000万円超 5,000万円以下 5,000万円超 

取得価額 500万円以上 1,000万円以上 2,000万円以上 

 
２．農林水産物等販売業・情報サービス業等 
（１）対象 
  ①資本金 5,000 万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物

の取得等 
  ②資本金 5,000 万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

新増設に係る取得等 
（２）取得価額の下限値 
   一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が 500 万円以上で

ある場合 
【関係条文】 
・半島振興法第９条の２、第 16条 
（所得税） 
・租税特別措置法第 12条第４項柱書及び表第２号 
・租税特別措置法施行令第６条の３第 14項第２号、第 15項第２号、第 20項、
第 21項及び第 24項 

・租税特別措置法施行規則第５条の 13第７項、第８項及び第９項 
(法人税） 
・租税特別措置法第 45条第３項柱書及び表第２号 
・租税特別措置法施行令第 28条の９第 15項第２号、第 16項第２号、第 21項、
第 22項及び第 25項 

・租税特別措置法施行規則第 20条の 16第７項、第８項及び第９項 

 

 平年度の減収見込額  －  百万円 

(制度自体の減収額) 
(  ▲200百万円 

の内数) 

(改 正 増 減 収 額) (   － 百万円) 
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新

設
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充
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は

延
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を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

半島地域は、三方を海に囲まれ、平地に恵まれず、国土の幹線軸から離れて
いるなどの条件不利性を抱えており、居住や経済活動に制約があること等によ
り人口減少・高齢化が加速している。このため、半島振興法に基づき半島振興
対策実施地域において、生活基盤の整備を行うとともに、製造業、旅館業、農
林水産物等販売業、情報サービス業等に係る民間事業の投資促進を図り、地域
経済の活性化や雇用の確保を行い、人口流出の抑制を図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

半島地域においては、地理的条件不利性により事業活動への制約があり、人
口流出が生じ、同地域の活力が失われてきている。これらの課題に対応するに
は、民間事業者による投資促進を通じて事業の継続又は拡大を図ることで、雇
用の場の確保や人口流出の抑制、地域経済の活性化が必要である。 

このためには、市町村が策定する産業振興促進計画に基づき、半島地域にお
ける就業者数の業種別割合において相対的に大きい割合を占める製造業、半島
地域の恵まれた観光資源や農林水産物を有効に活用した旅館業・農林水産物等
販売業は基幹産業である。また、三方を海に囲まれ山がちな半島地域において
は、地域特有の条件不利性の克服のためにデジタル技術の活用が特に有用であ
り、ICT を活用した生活サービスの向上などの取組を推進してきたところ、情
報サービス業等は、地域経済の活性化や雇用の確保の維持・拡大はもとより、
半島地域課題解決に寄与することで人口流出抑制が期待される重要な産業であ
る。こうした主要産業において事業継続・拡大を図ることが必要である。 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

【半島振興法】 
第一条 この法律は、国土の保全、多様な文化の継承、自然と
の触れ合いの場及び機会の提供、食料の安定的な供給等我が
国及び国民の利益の保護及び増進に重要な役割を担うととも
に、国土の多様性の重要な構成要素である半島地域（架橋等
により本土との陸上交通が確保された島を含む。以下同
じ。）が、三方を海に囲まれ、平地に恵まれず、水資源が乏
しい等国土資源の利用の面における制約から産業基盤及び生
活環境の整備等について他の地域に比較して低位にあること
に鑑み、多様な主体の連携及び協力を促進しつつ、広域的か
つ総合的な対策を実施するために必要な特別の措置を講ずる
ことにより、これらの地域の振興を図り、もつて半島地域の
自立的発展、地域住民の生活の向上及び半島地域における定
住の促進を図り、あわせて国土の均衡ある発展に資すること
を目的とする。 

 
第六条 国は、半島振興計画に基づく事業の実施に関し必要な
財政金融上の措置を講ずるよう配慮しなければならない。 

２ 国は、多様な主体の連携及び協力が半島振興対策実施地域
の広域的かつ総合的な振興において重要であることに鑑み、
半島振興計画に基づく事業のうち多様な主体の連携及び協力
により実施されるものについて、その事業を実施する地方公
共団体その他の者に対する助成その他の必要な措置を講ずる
ものとする。 

 
第七条 国は、半島振興計画に基づく事業の実施に要する経費
について、毎年度、国の財政の許す範囲内において、その事
業の円滑な実施を促進することに努めなければならない。 

 
第十六条 国は、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六
号）の定めるところにより、半島地域の振興に必要な措置を
講ずるものとする。 

 
【経済財政運営と改革の基本方針 2024】 
第２章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現 
５．地方創生及び地域における社会課題への対応 
（３）地方活性化及び交流の拡大 
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（個性をいかした地域づくりと関係人口の拡大） 
個性をいかした地域づくりに向け、沖縄振興・北海道開発

と、過疎地域や半島、離島、奄美、小笠原、豪雪地帯等の条件
不利地域対策に取り組む。 
 
【政策体系図】 
 
政策目標７   都市再生・地域再生の推進 
施策目標 25  都市再生・地域再生を推進する 
業績指標 79  半島地域の総人口における社会増減率に係る過去

５ヶ年平均との比 

政 策 の 

達成目標 

（政策体系における政策目的に係る目標）【既設】 
半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比を
1.00 未満とする。（ただし、過去５ヶ年平均が正の値であると
きは 1.00超）（毎年度） 
 
（租税特別措置により達成しようとする目標）【新設】 
測定指標 半島地域における事業所数（製造業、旅館業、農林
水産物等販売業、情報サービス業等） 
目標値  事業所数の今後５年間の増減率が直近５年間の増減

率を上回ることを目標とする。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

２年間（令和７年４月１日～令和９年３月 31日） 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

【既設分】 
半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比を
1.00 未満とする。（ただし、過去５ヶ年平均が正の値であると
きは 1.00超）（毎年度） 
 
【新設分】 
半島振興対策実施地域の事業所数の減少傾向を改善する。 
 本税制の対象地域における事業所数の今後５年間の増減率が
直近５年間の増減率を上回ることを目標とする。 
 （平成 28 年～令和３年の本税制の対象地域における事業所の
減少率から算出した令和８年の事業所数は2,469事業所である。
事業所の減少を最小限度に阻止する観点から、今後５年間の増
減率が直近５年間増減率を上回る目標値とする。） 

政策目標の

達 成 状 況 

【既設分】 
令和５年の半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平均
との比は、１.02となっている。 
※コロナ禍による人口移動が著しく少ない期間含む 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

令和６年度 73件 
令和７年度 70件 
令和８年度 65件 
※ 令和６年度分は関係道府県へ聞き取った結果をもとに算出
したもの、令和７年度及び令和８年度分は令和６年度分の数
値を基に算出した推計値。 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

本特例措置は半島にとっての基幹産業又は成長産業であり、
半島振興において特に重要な業種を対象に設備投資を促進でき
るよう措置されたものである。本特例措置により事業者の設備
投資を促進し、地域内外からの投資が活発化することで、半島
地域の事業所数の維持・拡大（新設目標）に対して効果があ
る。 
例えば、総務省行政評価局による「租税特別措置等の効果検

証手法の検討に関する報告書」（令和６年３月）においては、
本特例措置が事業者の設備投資の結果、生産性を向上させる効
果がある可能性が報告されているほか、実際に事業者の事業継
続や拡大に効果を発揮している事例が複数確認できる。 
また、半島地域における事業所数の維持・拡大を大前提とし

て雇用の維持・創出が実現し、ひいては社会減の抑制にもつな
がると考えられるため、既設目標の達成にも効果が見込まれ
る。具体的には、本特例措置を適用した設備投資を行った結
果、新規雇用に至った事例が複数確認できる。  
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相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置 
（減収補塡措置：事業税、不動産取得税及び固定資産税） 
（関係法令） 
・半島振興法第 17条 
・半島振興法第十七条の地方税の不均一課税に伴う措置が 
適用される場合等を定める省令 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

① 半島振興広域連携促進事業    ７８百万円 
② 都市・地域づくり推進調査費   ８百万円 
（令和７年度概算要求額） 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

①半島地域の自立的発展に向けた地域間交流の促進、産業の振
興及び定住の促進を図るため、半島地域内の様々な主体によ
る取組を一体的・広域的に推進するソフト施策に対する支援
を行う。 

②半島地域の振興に必要な基礎的な知見の調査を行う。 
 
 上記①②のソフト施策に対し、本特例措置は、民間事業者に
よる各種の事業の立ち上げに必要な設備投資を促進するもので
あり、予算措置と支援目的・支援対象が異なることから、両者
の間に代替性はない。 
 また、ソフト施策と本特例措置が一体的に運用されること
で、例えば予算事業により半島地域の地域資源を有効活用する
手法を確立するとともに、本特例措置により速やかな事業化を
促進することができる等、相乗効果が生まれることが期待され
る。 

要望の措置 

の 妥 当 性 

上記の予算上の措置が半島地域に係る一体的・広域的な取組
を支援するものであるのに対し、本特例措置は民間事業者によ
る設備投資を直接的に促進し、事業の継続又は拡大に資するも
のであることから、半島地域における事業所数を維持・拡大す
るという新設目標を達成するための施策としての妥当性は高い
と考えられる。 
また、本特例措置は、半島振興対策実施地域のうち主務大臣

が認定した産業振興促進計画の実施地区における製造業、旅館
業、農林水産物等販売業、情報サービス業等を対象としている
ものであり、当該計画を策定した市町村の産業振興の方針にも
合致するものに限定された措置であることから必要最小限度の
措置である。 
 また、半島地域では、事業活動が制約されることから、全国
平均を上回る人口減少・高齢化が進行しており、本特例措置に
より緩和されているとはいえ、今後、地域経済・社会の衰退が
以前に増して問題となると想定される。これを踏まえると、半
島地域の市町村が策定した産業振興促進計画に基づき、民間事
業者による投資促進を通じた内発的発展を実現することが求め
られ、本特例措置を存置する必要がある。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績

と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

【出典】 

適用件数及び適用額は関係道府県への調査での確認書をもと

に算出。また、減収額は上記適用額に各年度の法人税率を乗

 適用件数 適用額 減収額 

令和３年度 195件 

（185件） 

2,201百万円 

（1,815百万

円） 

511百万円 

（421百万円） 

令和４年度 151件 

（172件） 

1,979百万円 

（1,687百万

円） 

459百万円 

（391百万円） 

令和５年度 88件 

（163件） 

801百万円 

（1,599百万

円） 

186百万円 

（371百万円） 
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算した。 

※括弧内は前回要望時の見込値 

 

【令和５年度実績が前回要望時の見込値と乖離している理由】 

 前回要望時は過疎地域を含む見込値を算出していたが、令和

５年度からは過疎地域を除くこととしたため。 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

半島振興対策実施地域における産業振興機械等の割増償却 
① 租税特別措置法の条項 
 租税特別措置法第 45条 
② 適用件数 
 令和２年度：73件 
 令和３年度：69件 
 令和４年度：58件 
③ 適用総額 
 令和２年度：688百万円 
 令和３年度：618百万円 
 令和４年度：390百万円 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

本特例措置は半島振興において重要としている業種における
設備投資を促進し、地域内外からの投資が活発化し、事業の継
続・拡大が図られ、半島における就業機会の維持・創出、ひい
ては社会減の抑制を図るために措置されたものである。具体的
にも、本特例措置を活用して最新の製造設備を導入すること
で、地域内外からの新規雇用や数人規模～十数人規模の新規雇
用を実現している事業所もある等、投資促進及び雇用創出の両
面から有効であると考えられる。 
 これらを踏まえれば、当該特例措置が、半島における就業機
会の確保や人口減少傾向の改善に寄与している。 

前回要望時 

の達成目標 

半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比を
1.00 未満とする。（ただし、過去５ヶ年平均が正の値であると
きは 1.00超）（毎年度） 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

令和４年度の政策目標（半島地域における社会増減率過去５
ヶ年平均との比）に係る指標値については、0.84 となってお
り、過去５ヶ年平均との比を 1.00 未満とするという政策目標を
達成したようにもみえるものの、令和４年度の指標値の算出に
当たっては、コロナ禍の影響を受けた数値が含まれている点を
加味する必要がある。具体的には、コロナ禍においては、コロ
ナ禍以前と比較して人口移動が著しく少ない期間であり、社会
増減率の比を算出する根拠として適当ではなく、コロナ禍前の
社会増減の傾向も考慮すべきと考えられる。この点、平成 26 年
から令和元年までの社会増減率を使用して政策目標に係る指標
値を計算すると、1.15（＝令和元年の社会増減率／ 平成 26から
30 年までの社会増減率の５ヶ年平均）となることから、仮に、
コロナ禍の影響がなく従前の社会増減の傾向が継続していたと
すると政策目標の達成はできていなかったと考えられる。 

これまでの 

要 望 経 緯 

昭和 61年度 創設 
（機械等 16/100  建物等 8/100  1,700万円超） 

昭和 63年度 適用期限の２年延長 
平成２年度  適用期限の２年延長 
平成４年度  適用期間の２年延長 

（1,900万円超） 
平成６年度  適用期間の１年延長 

（機械等 14/100 建物等 7/100 2,100万円超） 
平成７年度  適用期限の２年延長 
平成９年度  適用期限の２年延長 

（2,300万円超） 
平成 10年度 特別償却率引下げ 

（機械等 14/100→13/100） 
平成 11年度 適用期限の２年延長 

（機械等 12/100 建物等 6/100） 
平成 13年度 適用期限の２年延長 

（機械等 12/100→11/100） 
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平成 15年度 適用期限の２年延長 
（2,500万円超） 

平成 17年度 適用期限の２年延長 
（機械等 11/100→10/100） 

       旅館業の追加 
（過疎地域に類する地区：建物等 7/100） 

平成 19年度 適用期限の２年延長 
          （旅館業：建物等 7/100→6/100 2,000万円超） 
平成 21年度 適用期間の２年延長 
平成 23年度 適用期限の２年延長 
       旅館業を除外、農林水産物等販売業の追加 
平成 25年度 割増償却へ改組 
       旅館業、情報サービス業等の追加 
       取得価額要件の引下げ 

（2,000万円超→500万円以上） 
平成 27年度 適用期限の２年延長 
平成 29年度 適用期限の２年延長 
令和元年度  適用期限の２年延長 
令和３年度  適用期限の２年延長 
      （対象資産の取得価額が一定の金額以上であること

との要件における取得価額を法人税法等の規定に
よる圧縮記帳の適用後の金額とする） 

令和５年度  適用期限の２年延長 
      （過疎地域の持続的発展のための支援に関する特別

措置法に基づく過疎税制適用地区を除外） 
 

7-6



8-1 

 

令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（ 国土交通省 国土政策局 離島振興課 ） 

項 目 名 離島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延
長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

 
【要望】 
離島振興対策実施地域として指定された地区のうち、離島振興法第４条第３

項及び第４項の規定に基づき、都道府県が策定する離島振興計画に産業振興促
進事項として定められた区域内の地区（過疎地域持続的発展市町村計画の産業
振興促進事項に定められた区域を除く）における、法人又は個人に適用され
る、製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サービス業等に係る設備投資
について、割増償却制度（５年間、償却限度額：機械・装置にあっては普通償
却限度額の 32%、建物・附属設備、構築物にあっては普通償却限度額の 48%）の
適用期限を２年間（令和９年３月 31日まで）延長する。 
 
【現行制度】 
１．製造業・旅館業 
（１）対象 
   ①資本金 5,000 万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築 

物の取得等 
   ②資本金 5,000 万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物   
    の新増設に係る取得等 
（２）取得価額の下限値 
   一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計が以下に示す下限値

以上である場合 
資本金の規模 5,000 万円以下 5,000万円超１億円以下 1億円超 

取得価額 500 万円以上 1,000 万円以上 2,000 万円以上 
 
２．農林水産物等販売業・情報サービス業等 
（１）対象 

 ①資本金 5,000万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物
の取得等 

②資本金 5,000 万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の 
新増設に係る取得等 

（２）取得価額の下限値  
一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計が 500 万円以上であ
る場合 

 
【関係条文】 
・離島振興法第４条、第 19条 
（所得税）租税特別措置法第 12条第４項柱書及び表第３号 
     租税特別措置法施行令第６条の３第 14 項第３号、第 15 項第３号、

第 22項、第 23項及び第 24項 
     租税特別措置法施行規則第５条の 13第８項及び第９項 
（法人税）租税特別措置法第 45条第３項柱書及び表第３号 
     租税特別措置法施行令第 28条の９第 15項第３号、第 16項第３号、

第 23項、第 24項及び第 25 項 
     租税特別措置法施行規則第 20条の 16第８項及び第９項 

 

 平年度の減収見込額 ― 百万円 

(制度自体の減収額) 
(   ▲200百万円 

の内数) 

(改 正 増 減 収 額) (   ― 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

離島は、我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利用、多様な
文化の継承、自然環境の保全、自然との触れ合いの場及び機会の提供、食料の
安定的な供給等、我が国及び国民の利益の確保及び増進に重要な役割を担って
いる一方で、四方を海等で囲まれ、社会減による人口の流出・減少が長期にわ
たり継続し、かつ高齢化の進展など、他の地域に比して厳しい自然的社会的条
件の下にある。 

そのため、産業基盤及び生活環境等に関する地域格差を是正するとともに、
離島等の地理的及び自然的特性を生かした創意工夫のある自立的発展を図るこ
とにより、離島における人口の著しい減少の防止及び定住の促進を図る。 

 

⑵  施策の必要性 

離島においては、四方を海に囲まれていることにより、本土に比べて人の往
来及び生活に必要な物資の輸送等に要する費用が多額になるなど、多くの社会
的・自然的条件不利性を抱えており、島内の事業所数は全国平均よりも大幅な
減少傾向が続いている。また、社会減による人口流出・人口減少も続いてお
り、離島振興法の目的である無居住離島の増加及び人口の著しい減少の防止や
定住の促進を図るためには、島内での事業活動の継続・拡大を図ることで、島
内の雇用を維持し、人口減少を最小限度に防止することが必要である。 

特に、離島の特産物等、離島ならではの特性を生かした地域経済の活性化を
底支えしている製造業及び農林水産物等販売業、また離島の交流人口の増加の
重要な位置付けである旅館業は、離島の事業所数・従業者数のうち多くを占め
る基幹産業である。また、四方を海に囲まれた離島においては、デジタル技術
の活用が特に有用であり、ICT などの新技術の実装を図るスマートアイランド
の取組を推進してきたところ、情報サービス業等は、雇用の維持・拡大はもと
より、離島の地域課題解決に寄与することで、定住促進・人口減少の抑止が期
待される重要な産業である。こうした主要産業において事業継続・拡大を図る
ことが必要である。 

現在、本税制の対象である全ての離島振興対策実施地域において、都道府県
が定める離島振興計画に産業振興事項が規定されており、これまで、本税制特
例措置を活用した民間投資も増加傾向で推移してきた。しかしながら、離島の
人口推移及び就業者増減率等の指標は依然として厳しい状況を示している。こ
の点、令和５年の離島振興法改正において離島振興計画に産業振興事項が追加
されたことも踏まえ、産業振興を図るため、予算措置も通じて離島への企業誘
致等に取り組んでいるが、近年特に事業所数の落ち込みが大きく、離島におけ
る雇用の場が失われている。離島にとって重要な島内での事業者の事業継続・
事業拡大を図るため、地域内の事業者による投資を促進するとともに、地域外
からの投資の呼び込みを促す必要があり、その効果的な手段である本特例措置
が引き続き必要である。 

 

今
回
の
要
望
（
租
税
特
別
措
置
）
に
関
連
す
る
事
項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標 10 ・・・国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に

関する情報の整備 
政策目標 39 ・・・離島等の振興を図る 
業績指標 108・・・離島地域の総人口 
 

政 策 の 

達成目標 

（政策体系における政策目的に係る目標） 
離島振興対策実施地域の令和 14 年度末の人口を 263 千人以上と
する。 
（租税特別措置により達成しようとする目標）【新設】 
測定指標 離島地域における事業所数 
目標値  事業所数の今後５年間の増減率が直近５年間の増減

率を上回ることを目標とする。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
２年間（令和７年４月１日～令和９年３月 31日） 
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同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

【既設分】 
離島振興対策実施地域の人口減少傾向を改善する。 
離島振興対策実施地域の人口 
令和４年度：333千人 →令和 14年度：目標値 263千人 

平成 25 年度～令和４年度の離島振興対策実施地域の人口減少率
に全国の人口減少傾向を加味して算出した令和 14 年度末の当該
地域の人口推計値は 263 千人である。そのため、人口減少を最
小限度に阻止するという観点から、目標値をその値以上とす
る。 
 
【新設分】 
離島振興対策実施地域の事業所数の減少傾向を改善する。 
本税制の対象地域における事業所数の今後５年間の増減率が

直近５年間の増減率を上回ることを目標とする。 
（平成 28 年～令和３年の本税制の対象地域における事業所の

減少率から算出した令和８年度の事業所数は780事業所である。
事業所の減少を最小限度に阻止する観点から、今後５年間の増
減率が直近５年間増減率を上回る目標値とする。） 

政策目標の

達 成 状 況 

 
離島地域では、高齢化の進展と人口流出による人口減少が続い
ており、令和５年度の人口は 325千人であった。 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
地方公共団体が策定した産業の振興に関する計画に記載された
設備投資の件数等から、以下のとおりの適用を見込んでいる。 
 
 令和６年度 ２件 
 令和７年度 ２件 
 令和８年度 ２件 
 
 

要望の措置
の効果見込
み(手段とし
ての有効性) 

 
本特例措置は、離島にとっての基幹産業又は成長産業であ

り、離島振興において特に重要な業種を対象に設備投資を促進
できるよう措置されたものである。本特例措置により設備投資
が促進されることで、事業者の事業継続又は事業拡大が図ら
れ、離島における就業機会の確保・人口減少傾向の改善に貢献
することが見込まれる。 
実際に本税制の存在が企業の離島への進出や離島での事業拡

大の後押しとなった事例も見られ、また、設備投資の結果、島
内の生産年齢人口の約２割に相当する雇用を生み出した事例も
見られており、本税制は離島における就業機会の確保や人口減
少傾向の改善に寄与している。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置 
（減収補填措置 ：事業税、不動産取得税及び固定資産税） 
（関係法令） 
・離島振興法第 20 条 
・離島振興法第二十条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴
う措置が適用される場合等を定める省令 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

①公共事業予算の一括計上 44414百万円 
②離島活性化交付金 1208 百万円 
③離島振興調査費 166 百万円 
(令和７年度概算要求額) 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

離島振興に係る予算上の措置は、主に国、地方公共団体等が
水産基盤や道路等の社会基盤整備、海上輸送費の軽減、観光の
推進等を行うものである。また、自治体が実施する企業誘致活
動等に関しては令和５年度より予算上の支援を行っているが、
これは事業者の設備投資等の資金繰りに対する支援ではなく、
自治体が実施する企業誘致のための計画策定やプロモーション



8-4 

 

等のソフト事業に対する支援措置であり、誘致のための素地を
培うものである。 
それに対して、本特例措置は、事業者に対し、各種の事業の

立ち上げや新規事業の展開に必要な設備投資を促進すること
で、事業の継続・拡大を図り、就業機会の確保を図ることを目
的として実施するものであり、支援目的が異なることから、両
者の間に代替性はないばかりか、むしろ予算・税制が一体とな
って効果を発揮するものである。 

要望の措置 

の 妥 当 性 

離島は、四方を海等で囲まれ、他の地域に比して厳しい自然
的社会的条件を抱える中、各種産業活動を活性化させるため、
法人や個人の設備投資を行う事業者を対象に投資を誘発させる
ためのインセンティブを与えることが必要であることから、こ
れを実現する施策として、当該措置が妥当である。 
離島振興対策の他の支援措置としては、公共事業の一括計上

や離島活性化交付金等の非公共事業等を行っているが、これら
は主に行政に対する支援であり、直接民間需要を喚起、雇用を
創出する本特例措置との明確な役割分担がなされている。 
また、特例措置の対象を全業種としているものでなく、離島振
興に特に重要な業種を対象としており、必要最小限の特例措置
である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 適用件数 適用額 減収額 
令和３年 32件 

(28件) 
57百万円 

(94百万円) 
13百万円 

(21百万円) 
令和４年 31件 

(36件) 
47百万円 

(67百万円) 
11百万円 

(15百万円) 
令和５年 27件 

（41件） 
38百万円 

(79百万円) 
9百万円 

(18百万円) 
 
※「適用件数」及び「適用額」は関係都道県への調査での確認

書をもとに算出。 
※「減収額」は上記適用額に各年度の法人税率を乗算した。 
※括弧内は前回要望時の見込値 

 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

＜令和４年度調査結果＞ 
①租税特別措置法の条項 
第 45条 

②適用件数 
 令和２年度：８件 
 令和３年度：７件 
令和４年度：12件 

③適用総額 
 令和２年度：42百万円 
令和３年度：43百万円 
令和４年度：45百万円 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

本特例措置は、離島にとっての基幹産業又は成長産業であ
り、離島振興において特に重要な業種に係る設備投資を促進で
きるよう措置されたものである。本特例措置の積極的な活用を
促すことで、地域内外からの投資が活発化し、事業の継続・拡
大が図られ、離島における就業機会の確保・人口減少傾向の改
善に貢献することが見込まれる。 
実際に本税制の存在が企業の離島への進出や離島での事業拡

大の後押しとなっており、また、設備投資の結果、島内の生産
年齢人口の約２割に相当する雇用を生み出した事例も見られて
おり、本税制が離島における就業機会の確保や人口減少傾向の
改善に寄与している。 

前回要望時 

の達成目標 

 
離島振興対策実施地域の令和７年度末の人口を 315 千人以上と 
する。 
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前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
令和５年度の人口は 325 千人であり、現時点では令和７年度

の目標値を上回っているものの、令和３～５年度の人口減少率
は過去 10 年間よりも高くなっており、同様のペースで人口減少
が進んだ場合、令和７年度には目標値を下回る見込みであるこ
とから、目標達成に向けて引き続き支援が必要である。 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成 5年度  製造業及び旅館業について要望(製造業のみ○) 
平成 7年度  適用期限の２年延長 
平成 9年度  適用期限の２年延長 

拡充(過疎に類する地区における旅館業を追加) 
平成 11年度  適用期限の２年延長 
平成 13年度  適用期限の２年延長 

拡充(過疎に類する地区におけるソフトウェア業
を追加) 

平成 15年度  適用期限の２年延長 
拡充(農林水産物等販売業を追加) 
除外(ソフトウェア業を除外) 

平成 17年度  適用期限の２年延長 
平成 19年度  適用期限の２年延長 

拡充(取得価格要件を 2,500 万円超から 2,000 万
円超に引下げ) 

平成 21年度  適用期限の２年延長 
平成 23年度  適用期限の２年延長 

拡充(情報サービス業を追加) 
除外(農林水産物等販売業を除外) 

平成 25年度  割増償却への改組 
拡充（農林水産物等販売業を追加） 
拡充（取得価額用件を 2,000万円超から 500万円
以上に引下げ（資本規模により異なる）） 
拡充（旅館業の適用要件を過疎に類する地区か
ら全離島地区に拡充） 

平成 27年度  適用期限の２年延長 
平成 29年度  適用期限の２年延長 
令和元年度   適用期限の２年延長 
令和３年度   適用期限の２年延長 

（対象資産の取得価額が一定の金額以上である
こととの要件における取得価額を法人税法等の
規定による圧縮記帳の適用後の金額とする） 

令和５年度   適用期限の２年延長 
（「過疎地域の持続的発展のための支援に関す
る特別措置法」に基づく過疎税制適用地区を除
外） 

 



 

令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課不動産投資推進室） 

項 目 名 リート及び特定目的会社に係る登録免許税の特例措置の延長 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

 

 

・ 投資法人、投資信託及び特定目的会社（以下「リート等」という。）が

取得する不動産に係る登録免許税の特例措置について適用期限を２年間

（令和９年３月 31 日まで）延長する。 

リート等に係る特例税率：13/1000 

 

【参考】 

 本則税率              ：20/1000 

 土地の所有権移転登記等に係る特例税率：15/1000 

 

＜関係条文：租税特別措置法第 83 条の２の２、 

      登録免許税法別表第１一（ニ）ハ＞ 

 

 

 平年度の減収見込額 －   百万円 

(制度自体の減収額) ( －  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) ( －  百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

 

リート等が取得する不動産に係る登録免許税の特例措置を延長し、リート

等の不動産取得コストを引き続き軽減することにより、不動産の証券化を推

進し、リート等を通じて不動産市場に国民から広く投資資金を呼び込むこと

で、新たな物件開発を促し、質の高い不動産の整備を促進する。 

 

⑵  施策の必要性 

 

我が国の不動産については、引き続き、国際競争力の強化や脱炭素社会の

実現に資する質の高いオフィス等の整備が求められることに加え、老朽化不

動産の更新・改修へのニーズも更に増大することが見込まれている。これら

のニーズに適切に対応していくために、不動産市場全体の資金調達力を強化

し、国民から広く投資資金を呼び込むための不動産証券化市場の拡大が必要

である。 

政府目標である「リート等の資産総額を 2030 年頃までに約 40 兆円とする

こと」を達成するためには、引き続きリート等が不動産を取得しやすい環境

を維持する必要があり、リート等が取得する不動産に係る登録免許税の特例

措置は、リート等が不動産を取得するための総費用を軽減するものとして、

取得の際の経済的なインセンティブとして有効であることから、本特例措置

を延長することが必要である。 

 

 

 

 

今
回
の
要
望
□
租
税
特
別
措
置
□
に
関
連
す
る
事
項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 

・「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・フォ

ローアップ」（令和４年６月７日閣議決定）（抜粋）「優良

な不動産ストックの形成等のため、2030 年頃までにリート等

の資産総額を約40兆円とすることを目標とし、2022年度中に

ヘルスケアリートの活用に係るガイドラインを見直すととも

に、2023年度中に不動産分野TCFD対応ガイダンスの改訂等に

より、リート等のアセットタイプの多様化や不動産投資市場

における ESG 投資の促進を図る。」 

 

政策目標  ９ 「市場環境の整備、産業の生産性向上、消費

者利益の保護」 

施策目標 31 「不動産市場の整備や適正な土地利用のため

の条件整備を推進する」 

業績指標  95  「リート等の資産総額」  

 

政 策 の 

達成目標 

 

リート等の資産総額 

（令和２年約 25 兆円→令和 12 年頃約 40 兆円） 
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租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 

 

２年間（令和７年４月１日～令和９年３月 31 日） 

 

 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 

リート等の資産総額 

（令和２年約25兆円→令和８年約34兆円→令和12年頃約40

兆円） 

 

政策目標の

達 成 状 況 

 

 

令和５年度末時点のリート等の資産総額：約 31 兆円 

 

 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 

令和７年度：133 件 

令和８年度：133 件 

※令和３年-令和５年平均件数 

 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

本特例措置は、リート等が物件を取得するための総費用を軽

減する措置であり、取得の際の経済的なインセンティブとし

て有効である。 

 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 

リート・特定目的会社に係る課税標準の特例措置 

（地方税法附則第 11 条第３項～５項） 

 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 

 

「不動産投資市場の拡大・進化に向けた環境整備」 

令和７年度予算概算要求額 27 百万円 

 

 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

上記の予算上の措置は、「リート等の資産総額を 2030 年頃ま

でに約 40 兆円」という目標に向け、不動産証券化手法を活用

した事業の推進を目的としたものである。特に証券化対象不

動産の多様化に向けた検討を行うことで、証券化のための不

動産の取得を促進する本特例措置と併せて不動産投資市場の

拡大を図るための施策である。 

 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 

政策目標（リート等の資産総額を 2030 年頃までに約 40 兆円

にすること）を達成するためには、リート等が不動産を取得

しやすい環境を整備する必要があり、不動産取得に係る税の

軽減は、その趣旨に適合する。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

（出典：国土交通省「不動産証券化の実態調査」、金融庁調査より推計） 

※（ ）は令和５年度、令和３年度要望時における適用件数又は減収額の

見込み値。 

 

 減免対象件数と減収額は、大規模事業の有無により年度によ

る見込値と実績値の乖離が生じているが、特例措置を活用し

て実物不動産の取得が継続的に行われており、不動産投資市

場の拡大のためには、現行の特例措置の継続が必要である。 

 

 適用件数 減収額 

令和３年 155 件（144 件） 2,021 百万円（1,162 百万円） 

令和４年 127 件（143 件） 2,454 百万円（1,566 百万円） 

令和５年 117 件（143 件） 873 百万円（1,566 百万円） 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 

－ 

 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 

 

本特例措置は、リート等が物件を取得するための総費用を軽

減する措置であって、取得の際の経済的なインセンティブと

して有効であり、リート等が取得した資産は政策目標に向け

て順調に増加傾向にある。 

 

前回要望時 

の達成目標 

 

リート等の資産総額 

（令和２年約 25 兆円→令和６年頃約 32 兆円→令和 12 年頃約

40 兆円） 

 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 

 

令和５年度末時点のリート等の資産総額：約 31 兆円 

（令和６年中には約 32 兆円を達成する見込みであり達成目標

に向けて着実に推移している） 

 

 

これまでの 

要 望 経 緯 

＜登録免許税＞ 

平成 10 年度 創設（特定目的会社のみ） 

平成 13 年度 適用期限の 3 年延長（リート、投資信託追加） 

平成 15 年度 税率の見直し（16/1000→６/1000） 

平成 16 年度 適用期限の２年延長 

平成 18 年度 適用期限の２年延長及び税率の見直し 

（６/1000→８/1000） 

平成 20 年度 適用期限の２年延長及び税率の見直し 

（平成 20 年度８/1000、平成 21 年度９/1000） 

平成 21 年度 税率の見直し措置（平成 21 年度９/1000）を１

年据置 
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平成 22 年度 適用期限の３年延長及び税率の見直し 

（平成 22 年度８/1000、平成 23 年度

11/1000、平成 24 年度 13/1000） 

平成 25 年度 適用期限の２年延長 

平成 27 年度 適用期限の２年延長 

倉庫及びその敷地を適用の対象に追加 

平成 29 年度 適用期限の２年延長 

平成 31 年度 適用期限の２年延長 

令和３年度  適用期限の２年延長 

令和５年度  適用期限の２年延長 
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令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課不動産投資推進室） 

項 目 名 
特例事業者等が不動産特定共同事業契約に基づき不動産を取得した場

合の所有権の移転登記等に係る税率の特例措置の延長 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

 
特例事業者等※が不動産特定共同事業契約により一定の建設又は改修を行う

ために不動産を取得した場合の所有権の移転登記等に係る税率の特例措置を２

年間（令和９年３月 31 日まで）延長する。 
 
※不動産特定共同事業法（平成６年法律第 77 号。以下「法」という。）第２条第９項に規定

する特例事業者、法第２条第 11 項に規定する適格特例投資家限定事業者、法第２条第７項に

規定する小規模不動産特定共同事業者） 
 
特例事業者等に係る特例税率：13/1000（移転登記） 

             ：３/1000（保存登記） 

 

【参考】 

本則税率        ：20/1000（移転登記） 

            ：４/1000（保存登記） 

土地の所有権移転登記等に係る特例税率：15/1000 
 
＜関連条文＞ 

租税特別措置法第 83 条の３、登録免許税法別表第１－（一）、同法別表第１－

（二）ハ、租税特別措置法施行令第 43 条の３、租税特別措置法施行規則第 31

条の５の２ 
 

 

 平年度の減収見込額  －   百万円 

(制度自体の減収額) (   －  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   －  百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

不動産証券化の一つの手法である不動産特定共同事業における特例事業者及

び適格特例投資家限定事業者が行う建築物の耐震化や老朽不動産の再生等の事

業に係る不動産取得コストを軽減することで、不動産特定共同事業の活用を推

進し、地域の不動産に資金を供給することで、各地域において必要となる不動

産開発を促進する。 

また、小規模不動産特定共同事業者及び小規模特例事業者における不動産取

得コストを軽減することで、特に地域における小規模不動産の再生等を促進す

る。 

 

⑵  施策の必要性 

不動産特定共同事業は、例えば、老朽不動産の更新を行う際に、資金を金融

機関等からの借入のみに頼らずに、投資家から出資を募って事業を行うことを

可能とするケースや、地方都市などで開発を行おうとする際に、開発リスクを

全て負える主体の確保が難しい場合に、地域のステークホルダーなどから出資

を募って当該開発を行うケースにおいて活用されており、各地域において必要

となる不動産開発の促進を図る上で必要な資金調達の手段である。 

不動産特定共同事業の活用を推進し、地域に必要な不動産開発を促進するた

めには、特例事業者等が不動産を取得しやすい環境を整備する必要がある。本

特例措置は、特例事業者等が一定の建設、改修事業等を行う場合に不動産を取

得するための総費用を軽減するものであり、事業の際の経済的なインセンティ

ブとして有効であるため、特例事業者等が不動産を取得した場合の所有権の移

転登記等に係る税率の特例措置を延長することが必要である。 

 

 

今
回
の
要
望
□
租
税
特
別
措
置
□
に
関
連
す
る
事
項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

・  「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・ 

フォローアップ」（令和４年６月７日閣議決定） 

  「優良な不動産ストックの形成等のため、2030 年頃までにリ

ート等の資産総額を約 40 兆円とすることを目標とし、2022

年度中にヘルスケアリートの活用に係るガイドラインを見

直すとともに、2023 年度中に不動産分野 TCFD 対応ガイダン

スの改訂等により、リート等のアセットタイプの多様化や

不動産投資市場における ESG 投資の促進を図る。」 

 

・ 「住生活基本計画」（令和３年３月 19 日閣議決定） 

  「目標７ 空き家の状況に応じた適切な管理・除却・利活用

の一体的推進」 

 

政策目標 ９ 「市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利

益の保護」 

施策目標 31 「不動産市場の整備や適正な土地利用のための

条件整備を推進する」 

業績指標  95   「リート等の資産総額」 
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政策目標   １   「少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確

保及び向上の促進」 

施策目標  １  「居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良

質な住宅ストックの形成を図る」 

業績指標  ５   「居住目的のない空き家数」 

政 策 の 

達成目標 

 

リート等の資産総額 

（令和２年：約 25 兆円→令和 12 年頃：約 40 兆円） 

 

居住目的のない空き家数を 400 万戸程度におさえる（令和 12 

年） 

 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 

２年間（令和７年４月１日～令和９年３月 31 日） 

 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 

リート等の資産総額 

（令和２年：約 25 兆円→令和８年：約 34 兆円→令和 12 年頃：

約 40 兆円） 

 

居住目的のない空き家数を 400 万戸程度におさえる（令和 ８ 

年）  

 

政策目標の

達 成 状 況 

 

令和５年度末時点のリート等の資産総額：約 31 兆円 

 

賃貸・売却用等以外の「その他空き家」数：349 万戸（平成 30 

年） 

 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 

令和７年度：13 件 

令和８年度：13 件 

 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

本特例措置は、特例事業者等が不動産を取得するための総費

用を軽減する措置であり、取得の際の経済的なインセンティブ

として有効である。 

 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

特例事業者等が不動産特定共同事業契約に基づき不動産を取

得した場合に係る課税標準の特例措置（不動産取得税）（地方

税法附則第 11 条第 12 項） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 

「不動産投資市場の拡大・進化に向けた環境整備」  

令和７年度予算概算要求額 27 百万円 
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上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

上記の予算上の措置は、「リート等の資産総額を 2030 年頃ま

でに約 40 兆円」という目標に向け、不動産証券化手法を活用し

た事業の推進を目的としたものである。特に地方における不動

産特定共同事業の周知セミナー及び関係者間ネットワーク会議

の開催などを行うことで、特例事業者等が不動産取得をする際

の経済的インセンティブとなる本特例措置と併せて、不動産投

資市場の拡大を図るための施策である。  

要望の措置 

の 妥 当 性 

 

建築物の耐震化や老朽不動産の再生、民間施設の整備など、

不動産の開発・改修を伴う民間事業に出資等を募る場合は、不

動産特定共同事業が適している。また、地域経済の活性化や空

き家等の再生を図る上でも、中小規模の案件に適する不動産特

定共同事業について税制の特例措置を講じることは妥当であ

る。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

  適用件数 減収額（百万円） 

令和３年度 ６（28） 9.8（22.7） 

令和４年度 ８（37） 3.0（24.5） 

令和５年度 ２（10） 1.8（9.3） 
※適用件数は不動産流通税軽減証明に基づく。 
※減収額は事業者聞き取りに基づく。 
※（）は令和３年度、令和５年度要望時における適用件数又は減収額の見込
み値。 
※（）は令和３年度税制改正時の拡充要望の内容を含む。 
 

適用件数と減収額の実績値については、見込み値を下回って

いるが、事業者へのヒアリングにおいて、不動産特定共同事業

における特例事業の要件の一部が厳しく、税制特例の対象とな

りうる事業自体の件数が少ないとの意見があったため、当該要

件の見直しを検討しており、これにより適用が増加することが

見込まれることから、現行の特例措置の継続が必要である。 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
－ 
 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

本特例措置は、特例事業者等が物件を取得するための総費用

を軽減する措置であるため、取得の際の経済的なインセンティ

ブとして有効である。 

前回要望時 

の達成目標 

 

リート等の資産総額 

（令和２年：約 25 兆円→令和６年：約 32 兆円→令和 12 年頃：

約 40 兆円） 
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空き家・空き店舗の再生による新たな投資（小規模不動産特定

共同事業の出資総額） 

（令和４年度から令和６年度の平均値：約 5.0 億円） 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

令和５年度末時点のリート等の資産総額：約 31 兆円 

（令和６年中には約 32 兆円を達成する見込みであり達成目標に

向けて着実に推移している） 

 

小規模不動産特定共同事業の出資総額 

令和４年度：9.0 億円、令和５年度：3.0 億円 

（令和４年度から令和５年度の平均値：約 6.0 億円） 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成25年度 創設 

平成27年度 延長・拡充 

平成29年度 延長・拡充 

令和元年度 延長・拡充 

令和３年度 延長・拡充 

令和５年度 延長 
 

 

10-5









令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省住宅局住宅経済・法制課、住宅生産課） 

項 目 名 住宅ローン減税等に係る所要の措置 

税 目 所得税 

要

望

の

内

容 

 

令和６年度税制改正大綱（令和５年 12 月 14 日 自由民主党・公明党）におい

て「①子育て世帯等に対する住宅ローン控除の拡充」、「②子育て世帯等に対

する住宅リフォーム税制の拡充」として示された措置を講じる。 

 

〔参考〕令和６年度税制改正大綱 （令和５年12月14日 自由民主党・公明党）

（抜粋） 

（１）子育て支援に関する政策税制 

    （前略）以下の①から③について、「６．扶養控除等の見直し」と併せて

行う子育て支援税制として、令和７年度税制改正において以下の方向性で検

討し、結論を得る。ただし、①及び②については、現下の急激な住宅価格の

上昇等の状況を踏まえ、令和６年限りの措置として先行的に対応する。    

    ① 子育て世帯等に対する住宅ローン控除の拡充 

       子育て世帯及び若者夫婦世帯における借入限度額について、子育て支

援の観点からの上乗せを行う。（略）また、（略）新築住宅の床面積要

件について合計所得金額 1,000 万円以下の者に限り 40 ㎡に緩和する。 

  ② 子育て世帯等に対する住宅リフォーム税制の拡充 

既存住宅のリフォームに係る特例措置について、子育て世代の居住環

境の改善の観点から、子育て世帯及び若者夫婦世帯が行う一定の子育て

対応改修工事を対象に加える。 

 

【関係条文】 

＜住宅ローン減税＞ 

租税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）第 41 条、第 41 条の２、第 41 条の２

の２、第 41 条の２の３、第 41 条の３、第 41 条の３の２ 

租税特別措置法施行令（昭和 32 年政令第 43 号）第 26 条、第 26 条の２、第 26

条の３、第 26 条の４ 

租税特別措置法施行規則（昭和 32 年大蔵省令第 15 号）第 18 条の 21、第 18 条

の 22、第 18 条の 23、第 18 条の 23 の２、第 18 条の 23 の２の２ 

新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例

に関する法律（令和２年法律第 25 号）第６条、第６条の２ 

新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例

に関する法律施行令（令和２年政令第 160 号）第４条、第４条の２ 

新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例

に関する法律施行規則（令和２年財務省令第 44 号）第４条、第４条の２ 

 

＜子育て対応改修＞ 

租税特別措置法第 41 条の 19 の３ 

租税特別措置法施行令第 26 条の 28 の５ 
租税特別措置法施行規則第 19 条の 11 の３ 

  平年度の減収見込額 精査中 
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(制度自体の減収額) 
(▲828,000 百万

円) 

(改 正 増 減 収 額) ( ― 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

＜住宅ローン減税＞ 

 住宅取得者の負担を軽減し、無理のない負担での住宅取得を促進すること

（特に、子育て支援の観点から子育て世帯等への支援）及び住宅建設の促進を

通じた内需の拡大等に資することに加え、住宅の省エネ性能の向上及び長期優

良住宅等の取得の促進とともに、既存の住宅ストックの有効活用及び優良化を

図ることにより、居住水準の向上や良質な住宅ストックの形成を図る。 

 

＜子育て対応改修＞ 

子育てに対応した住宅へのリフォームを支援することにより、子育て世帯の

居住環境の改善を図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

 子育て世帯は、安全・快適な住宅の確保や、こどもを扶養する者に万が一の

ことがあった際のリスクへの備えなど、様々なニーズを抱えており、子育て支

援を進めるためには、税制においてこうしたニーズを踏まえた措置を講じてい

く必要がある。 

 この点、「住生活基本計画」（令和３年３月 19 日閣議決定）において、「子

どもを産み育てやすい住まいの実現」が目標として掲げられ、「住宅の年収倍

率の上昇等を踏まえ、時間に追われる若年世帯・子育て世帯の都心居住ニーズ

もかなえる住宅取得の推進」、「駅近等の利便性重視の共働き・子育て世帯等

に配慮し、利便性や規模等を総合的にとらえて住宅取得を推進。子どもの人

数、生活状況等に応じた柔軟な住替えの推進」や「子育てしやすく家事負担の

軽減に資するリフォームを促進」が位置付けられているほか、「こども未来戦

略」（令和５年 12 月 22 日閣議決定）においても、「子育てにやさしい住まい

の拡充を目指し、住宅支援を強化する」こととされている。 
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今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

＜住宅ローン減税＞ 

○住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月 19 日閣議決定） 

・2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、省エネルギ

ー性能を一層向上しつつ、長寿命でライフサイクル CO2 排出

量が少ない長期優良住宅ストックや ZEH ストックを拡充。 

・社会環境の変化等に伴う多様な世代のライフスタイルに応じ

た居住ニーズの変化、良質な住宅・宅地ストックの形成・流

通・管理・更新を考慮しつつ、それぞれの世帯が無理のない

負担で良質な住宅を確保できるよう、住宅の供給等及び住宅

地の供給を図っていくことが必要。 

・住宅の年収倍率の上昇等を踏まえ、時間に追われる若年世

帯・子育て世帯の都心居住ニーズもかなえる住宅取得の推

進。 

・駅近等の利便性重視の共働き・子育て世帯等に配慮し、利便

性や規模等を総合的にとらえて住宅取得を推進。子どもの人

数、生活状況等に応じた柔軟な住替えの推進。 

 

○経済財政運営と改革の基本方針（令和６年６月 21 日閣議決

定） 

・省エネルギーについては、省エネ設備投資の支援やＺＥＨ・

ＺＥＢ（※）、断熱窓及び高効率給湯器の普及、中小企業の

省エネ診断の活用を促す地域金融機関等との連携・支援体制

の構築を進める。企業の省エネ取組情報の開示や家庭の省エ

ネ・非化石転換・ＤＲ対応を促す制度を検討する。 
（※）Net Zero Energy House 及び Net Zero Energy Building の略称。 

 

○こども大綱（令和５年 12 月 22 日閣議決定） 

・子育てにやさしい住まいの拡充を目指し、住宅支援を強化す

る。 

 

○こども未来戦略（令和５年 12 月 22 日閣議決定） 

・こどもや子育て世帯の目線に立った「こどもまんなかまちづ

くり」を加速化させる。 

・子育て支援の現場からも子育て世代の居住環境の改善を求め

る声があることから、子育てにやさしい住まいの拡充を目指

し、住宅支援を強化する。 

 

（国土交通省政策評価体系における位置付け） 

政策目標１ 少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及

び向上の促進 

施策目標１ 居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な

住宅ストックの形成を図る 

施策目標２ 住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる

住宅市場を整備する 

 

政策目標３ 地球環境の保全 

施策目標９ 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 

 

政策目標４ 水害等災害による被害の軽減 
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施策目標 11 住宅・市街地の防災性を向上する 

 

 

＜子育て対応改修＞ 

○住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月 19 日閣議決定） 

・子育てしやすく家事負担の軽減に資するリフォームの促進 

 

○こども大綱（令和５年 12 月 22 日閣議決定） 

・子育てにやさしい住まいの拡充を目指し、住宅支援を強化す

る。 

 

○こども未来戦略（令和５年 12 月 22 日閣議決定） 

・こどもや子育て世帯の目線に立った「こどもまんなかまちづ

くり」を加速化させる。 

・子育て支援の現場からも子育て世代の居住環境の改善を求め

る声があることから、子育てにやさしい住まいの拡充を目指

し、住宅支援を強化する。 

 

（国土交通省政策評価体系における位置付け） 

政策目標１ 少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及

び向上の促進 

施策目標２ 住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる

住宅市場を整備する 

 

（こども家庭庁政策評価体系における位置付け） 

政 策 目 標 こども政策の推進 

施 策 目 標 こども政策の総合的な推進 

具体的な目標 結婚・妊娠・出産・子育てに夢や希望を感じら

れる社会の実現、少子化の克服 

政 策 の 

達成目標 

＜住宅ローン減税＞ 

・認定長期優良住宅のストック数 

113 万戸（令和元年度）→約 250 万戸（令和 12 年度） 

 

・既存住宅流通及びリフォームの市場規模 

12 兆円（平成 30 年）→14 兆円（令和 12 年） 

 

・省エネ基準に適合する住宅ストックの割合 

６％（平成 25 年度）→30％（令和 12 年度） 

 

・耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有しない住宅ス

トックの比率 

13％（平成 30 年）→おおむね解消（令和 12 年） 

 

＜子育て対応改修＞ 

・既存住宅流通及びリフォームの市場規模 

12 兆円（平成 30 年）→14 兆円（令和 12 年） 

 

・「結婚、妊娠、こども・子育てに温かい社会の実現に向かっ

ている」と思う人の割合 
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27.8％（令和５年）→70％（令和 10 年） 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

１年間（令和７年１月１日～令和７年 12 月 31 日） 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

＜住宅ローン減税＞ 

・認定長期優良住宅のストック数 

113 万戸（令和元年度）→186 万戸（令和７年度） 

 

・既存住宅流通及びリフォームの市場規模 

12 兆円（平成 30 年）→13 兆円（令和７年） 

 

・省エネ基準に適合する住宅ストックの割合 

６％（平成 25 年度）→22.9％（令和７年度） 

 

・耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有しない住宅ス

トックの比率 

13％（平成 30 年）→おおむね解消（令和 12 年） 

 

＜子育て対応改修＞ 

・既存住宅流通及びリフォームの市場規模 

12 兆円（平成 30 年）→13 兆円（令和７年） 

 

・「結婚、妊娠、こども・子育てに温かい社会の実現に向かっ

ている」と思う人の割合 

27.8％（令和５年）→70％（令和 10 年） 

政策目標の

達 成 状 況 

＜住宅ローン減税＞ 

・認定長期優良住宅のストック数 159 万戸（令和５年度） 

 

・省エネ基準に適合する住宅ストックの割合 18％（令和４年

度） 

 

※認定長期優良住宅のストック数及び省エネ基準に適合する住

宅ストックの割合以外の達成目標は、５年に１度実施される

「住宅・土地統計調査」（総務省）により、各数値を把握し

ており、結果が公表されている直近の調査が平成 30 年調査で

あるところ、最新の達成状況を把握することが困難。 

 

＜子育て対応改修＞ 

・「結婚、妊娠、こども・子育てに温かい社会の実現に向かっ

ている」と思う人の割合 27.8％（令和５年） 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
 
 
精査中 
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要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

＜住宅ローン減税＞ 

住宅購入者に占める子育て世帯・若者夫婦世帯の割合は７割以

上であり、また子育て世帯・若者夫婦世帯はその他の世帯と比

べて借入額が大きい傾向にあることに加え、また、子育て世帯

においては、住宅取得において駅近等の利便性がより重視され

るところ、住宅ローン減税において、子育て世帯・若者夫婦世

帯に対して借入限度額を上乗せすること及び床面積要件を 40 ㎡

に緩和することは、住宅取得の負担を軽減する方策として効果

的であると考えられる。 

 

＜子育て対応改修＞ 

既存住宅について子育て対応改修を行うことは、住宅のハード

面における子育ての不安・負担の軽減につながる。このため、

本特例措置により子育て対応改修に係る費用負担を軽減し、子

育て対応改修を促進することは、政策目標等の達成のために有

効である。 

相 

当 
性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

住宅ローン減税に係る所要の措置（地方税） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

＜住宅ローン減税＞ 

  ― 

 

＜子育て対応改修＞ 

住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業（令和７年度

予算概算要求額：242.49 億円の内数） 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

＜住宅ローン減税＞ 

  ― 

 

＜子育て対応改修＞ 

上記予算措置と相まって、税制においても必要な措置を講じる

ことにより、既存住宅の子育て対応改修を促進する。 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

＜住宅ローン減税＞ 

居住水準の向上や良質な住宅ストックの形成を図るにあたり、

国民、行政双方の手続負担の軽減や、効率的かつ公平な支援の

実現の観点からも、確定申告の際に控除の手続も併せて行い税

の減免を受けられるという税制措置による仕組みが適当であ

る。 

 

＜子育て対応改修＞ 

既存住宅の子育て対応改修の促進を図るためには、その工事に

係る負担を税制上軽減することが効果的である。また、本特例

措置の対象となる工事については、子どもの転落事故防止に係

る手すりの設置、床の防音性を高める工事等、子育ての不安・

負担を軽減するものに限定されていることから、必要最低限の

措置である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

＜住宅ローン減税＞ 

（単位：（適用件数）件、（減収額）億円） 

年度 適用件数 減収額 

令和３年度 423,886 7,670 

令和４年度 431,338 7,710 

令和５年度 426,097 8,000 

【出典】 

 ・適用件数：要件が類似している住宅用家屋の所有権の保存

登記・移転登記に係る特例措置（認定長期優良住宅・認定

低炭素住宅に係るものを含む。）の適用件数（登記統計

（法務省）より）を元に推計（同特例措置の適用件数に、

住宅ローン利用者の割合を乗じて算出）。 

 ・減収額：財務省「法人税関係以外の租税特別措置の増減収

見込額」より 

 

＜子育て対応改修＞ 

  ― 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

― 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

＜住宅ローン減税＞ 

住宅ローン減税においては、省エネ性能等の高い住宅につい

ては、控除の対象となる借入限度額の上乗せ措置を講じている

が、特に平成 21 年から上乗せ措置が講じられている認定長期優

良住宅については、そのストック数が順調に増加しているとと

もに、住宅ローン減税の適用件数のうち認定長期優良住宅に係

る件数も令和２～５年度の各年において、９万件前後（推計

※）で推移し、認定長期優良住宅の認定件数の７，８割程度を

占めている。現状、本措置のみによる効果の規模を分析するこ

とは困難であるものの、同様の目的を有する他の支援制度に比
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しても総支援額が大きいことから、本措置は上記達成目標の実

現に寄与していると考えられる。 

加えて、住宅購入者に占める子育て世帯・若者夫婦世帯の割

合は７割以上であり、また子育て世帯・若者夫婦世帯はその他

の世帯と比べて借入額が大きい傾向にあるところ、住宅ローン

減税において、子育て世帯・若者夫婦世帯に対して借入限度額

を上乗せすることは、住宅取得の負担を軽減する方策として効

果的であると考えられる。 

※認定長期優良住宅の所有権の保存登記に係る特例措置の適用

件数を元に推計（同特例措置の適用件数に、住宅ローン利用

者の割合を乗じて算出） 

 

＜子育て対応改修＞ 

  ― 
 

前回要望時 

の達成目標 
― 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

― 

これまでの 

要 望 経 緯 

＜住宅ローン減税＞ 

昭和 61 年度 住宅取得促進税制の創設 

昭和 62 年度 拡充 

昭和 63 年度 拡充 

平成２年度  拡充 

平成３年度  拡充 

平成４年度  延長 

平成５年度  拡充 

平成６年度  拡充 

平成７年度  延長・縮減 

平成９年度  拡充 

平成 10 年度 拡充 

平成 11 年度 拡充 

平成 12 年度 延長 

平成 13 年度 拡充 

平成 14 年度 拡充 

平成 15 年度 拡充 

平成 16 年度 延長 

平成 17 年度 拡充 

平成 19 年度 拡充 

平成 20 年度 拡充 

平成 21 年度 拡充 

平成 25 年度 拡充 

平成 27 年度 延長 

平成 28 年度 延長 
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令和元年度  拡充 

令和３年度  拡充 

令和４年度  拡充 

令和６年度  拡充 

 

＜子育て対応改修＞ 

令和６年度  創設 
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令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（ 国土交通省 観光庁 観光戦略課） 

項 目 名 
外国人旅行者の利便性向上、免税店の事務負担軽減等を踏まえた免税
制度の見直し（消費税・酒税） 

税 目 消費税・酒税 

要

望

の

内

容 

 
【制度の概要】 

消費税法第８条等に基づき、輸出物品販売場（以下「消費税免税店」とい

う。）において、外国人旅行者などの非居住者に対して、特定の物品を一定の

方法で販売する場合には消費税等が免除される。 

 

【要望の内容】 

令和６年度「税制改正の大綱」（令和５年 12 月 22 日閣議決定）に基づき、外

国人旅行者向け免税制度については、外国人旅行者の利便性の向上や免税店の

事務負担の軽減に十分配慮しつつ、空港等での混雑防止の確保を前提として、

制度の詳細について結論を得る。また、輸出酒類販売場制度についても、同様

の改正を行う。 
 
【関係条文】 

（消費税） 

消費税法第８条 

消費税法施行令第18条～第18条の５ 
消費税法施行規則第６条～第 10 条 
（酒税） 
租税特別措置法第 87 条の６ 
 

 平年度の減収見込額  ―   百万円 

(制度自体の減収額) (  ― 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  ― 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

⑴ 政策目的 

 外国人旅行者の利便性の向上及び免税店事業者の免税販売手続の簡素化に繋

げ、外国人旅行消費額の更なる増加と地方も含めた免税店数の更なる増加を図

る。 

 

⑵ 施策の必要性 
外国人旅行者向け免税制度については、店舗での手続時間や業務負担が大き

く、外国人旅行者の利便性を損なう側面もあった。また、昨今、制度の悪用事

例も散見されるところである。そのため、免税店での業務負荷等の課題を解決

するとともに、不正対策も講じつつ、外国人旅行者の免税手続における利便性

向上を図ることが必要不可欠である。 

 

今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標：６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等

の確保・強化 

 施策目標：20 観光立国を推進する 
 業績指標：64 訪日外国人旅行消費額（2030 年 15 兆円） 
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政 策 の 

達成目標 

「観光立国推進基本計画」（令和５年３月 31 日閣議決定）にお

ける目標 

・訪日外国人旅行消費額 

 早期に５兆円を達成する 

 

「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成28年３月30日明日

の日本を支える観光ビジョン構想会議決定）における目標 

・訪日外国人旅行消費額 

 2030 年に 15 兆円を達成する 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
恒久措置 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

「観光立国推進基本計画」（令和５年３月 31 日閣議決定）にお

ける目標 

・訪日外国人旅行消費額 

 早期に５兆円を達成する 

 

「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成28年３月30日明日

の日本を支える観光ビジョン構想会議決定）における目標 

・訪日外国人旅行消費額 

2030 年に 15 兆円を達成する 
 

政策目標の

達 成 状 況 

・訪日外国人旅行消費額 
  2023 年：５兆 3,065 億円 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
― 
 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

本措置を講ずることにより、外国人旅行者への販売機会の増加
に繋げ、外国人旅行消費額のより一層の拡大と地方を含めた免
税店数の更なる増加を図る。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
外国人旅行者の利便性向上、免税店の事務負担軽減等を踏まえ
た免税制度の見直し（地方消費税） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
地方部における新消費税免税店モデル構築等事業 
【要求内容】地方部で工芸品・特産品等の高単価商品を販売し
ている小売店が免税店化する上での課題を収集した上で、当該
課題の解決に資する DMO 等が主体となり、免税店の普及支援を
モデル的に実施し、他地域への事例展開へも活かす。 
【令和７年度予算概算要求額】：50 百万円 
令和６年度税制改正（外国人旅行者向け免税制度の見直し）を
踏まえた補助事業も要望。 
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上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
令和６年度税制改正の大綱において、外国人旅行者向け免税制
度について「免税店の事務負担の軽減に十分配慮」した上で制
度の詳細について結論を得ることとされていることを踏まえ、
必要な予算措置を検討。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
外国人旅行者への販売機会の増加に繋げ、外国人旅行消費額の
より一層の拡大と地方を含めた免税店数の更なる増加を図るた
めには、本措置を講ずることが妥当である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

・訪日外国人旅行消費額 

2013 年：１兆 4,167 億円 

2014 年：２兆 278 億 円 

2015 年：３兆 4,771 億円 

2016 年：３兆 7,476 億円 

2017 年：４兆 4,162 億円 

2018 年：４兆 5,189 億円 

2019 年：４兆 8,135 億円 

2020 年：7,446 億円 

2021 年：1,208 億円 

2022 年：8,987 億円 

2023 年：５兆 3,065 億円 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
― 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

○免税対象品目の拡大・手続簡素化により、外国人旅行消費額

の大幅な拡大、消費税免税店の拡大に繋がった。（平成 26 年

10 月開始） 

○免税手続カウンター制度が開始され、商店街、ショッピング

センターにおける店舗の免税手続きの負担が大幅に軽減され

た。（平成 27 年４月開始） 

○免税販売の対象となる最低購入金額の引下げにより、地方に

おける外国人旅行消費額を拡大した。（平成 28 年５月開始） 

○一定の要件の下、「一般物品」と「消耗品」の合計金額が

5,000 円以上となる場合も免税販売の対象とすることにより、

地方における外国人旅行消費額を拡大した。（平成 30 年７月

開始） 

〇既に消費税免税店の許可を受けている事業者が、地域のお祭

り等に出店する場合において、事前の手続により免税販売を

可能とすることにより、地方における外国人旅行消費額を拡

大した。（令和元年７月開始） 

〇免税店の許可要件について、従業員を介さずに免税販売手続

を行うことが出来る機器を設置した場合には、免税販売手続

に必要な人員の配置等を不要とする措置を講じたことによ

り、24 時間購入可能となる等、外国人旅行者の利便性向上に

繋がった。（令和３年 10 月１日開始） 
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〇免税購入対象者の変更（留学生等の免税対象からの除外）を

行うとともに、免税手続の際に Visit Japan Web を活用した

本人情報の確認が可能となったことにより、店舗の免税手続

の負担軽減及び外国人旅行者の利便性向上に寄与した。（令

和５年４月１日開始） 
 

前回要望時 

の達成目標 

「観光立国推進基本計画」（令和５年３月 31 日閣議決定）にお

ける目標 

・訪日外国人旅行消費額 

 早期に５兆円を達成する 

 

「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成 28 年３月 30 日明

日の日本を支える観光ビジョン構想会議決定）における目標 

・訪日外国人旅行消費額 
 2030 年に 15 兆円を達成する 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

・訪日外国人旅行消費額 

2019 年：４兆 8,135 億円 

2020 年：7,446 億円 

2023 年：５兆 3,065 億円 

2019 年の「訪日外国人旅行消費額」は過去最高（当時）となっ

た一方、翌 2020 年以降は新型コロナウイルスの影響により大幅

に減少した。2023 年は 2019 年を上回り過去最高を更新、短期目

標の早期５兆円を達成。2030 年 15 兆円に向けて取組を進めてい

る状況にある。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成 26 年度：拡充 
○免税対象品目の拡大（食品類、飲料類、たばこ、薬品類及
び化粧品類等も含め、一定の条件の下、全ての品目を免税
対象品目とする。） 

○免税手続の簡素化（購入記録票等の様式の弾力化及び手続
の簡素化を行う。） 

 
平成 27 年度：拡充 
○免税手続きの第三者への委託を可能とし、商店街・物産セ
ンター等において、免税手続きの一括カウンター設置を実
現。 
併せて、一括カウンターでは店舗を超えて購入金額の合算
を認める（ただし、一般物品と消耗品は区別）。 

 
平成 28 年度：拡充 
○一般物品の免税販売の対象となる最低購入金額を「10,000
円超」から「5,000 円以上」へ引き下げるとともに、免税対
象物品を消費税免税店から一定の運送事業者を利用して海
外の自宅や空港等へ直送する場合の手続きの簡素化等を行
う。 

 
平成 30 年度：拡充 
○一定の要件の下、「一般物品」と「消耗品」の合計金額が
5,000 円以上となる場合も免税販売の対象とする。 
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○現行の紙による免税販売手続き（購入記録票のパスポート
への貼付・割印）を廃止し、免税販売手続きを電子化す
る。 

 
令和元年度：拡充 
○既に消費税免税店の許可を受けている事業者が、地域のお
祭り等に出店する場合において、簡素な手続により免税販
売を可能とする「臨時免税店制度」を創設する。 

 
令和２年度：拡充 
○免税店の許可要件について、従業員を介さずに免税販売手
続を行うことが出来る機器を設置した場合には、免税販売
手続に必要な人員の配置等を不要とする措置を講じる。 

 
令和４年度：拡充 
〇免税購入対象者の変更（留学生等の免税対象からの除外）

を行うとともに、Visit Japan Web を活用した本人情報の確

認を可能とする。 

 
令和６年度：検討事項要望 
○出国時に税関において持ち出しが確認された場合に免税販
売が成立する制度とし、令和７年度税制改正にて、制度の
詳細について結論を得ることとする。 
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令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省物流・自動車局自動車整備課） 

項 目 名 
中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は
法人税額等の特別控除（中小企業経営強化税制）の拡充及び延長 

税 目 

所得税 
租税特別措置法第 10 条の５の３ 
租税特別措置法施行令第５条の６の３ 
租税特別措置法施行規則第５条の 11 

法人税 
租税特別措置法第 42 条の 12 の４、第 52 条の２ 
租税特別措置法施行令第 27 条の 12 の４、第 30 条 

 租税特別措置法施行規則第 20 条の９ 

要

望

の

内

容 

 
 適用期限を２年間延長する。 
中小企業の成長を後押しし、中堅企業への成長ポテンシャルが高い売上高が

100 億円を超える中小企業（100 億企業）の創出を推進するため、100 億企業を
目指す中小企業に対する上乗せ措置の創設等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額 （精査中）百万円 

(制度自体の減収額) (▲89,200 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (     －百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

中小企業者等の成長及び発展が日本経済の活性化に果たす役割の重要性に鑑
み、中小企業者等における生産性の高い設備や IT 化等への設備投資を促進する
ことで、中小企業者等の経営力の向上を図る。 

 

 

⑵ 施策の必要性 

人口減少・少子高齢化の進展に伴う労働力人口の減少や国際競争の激化等、
中小企業を取り巻く事業環境は厳しさを増しており、足下では生産性が低迷
し、人材確保や事業の持続的発展が懸念されているところ。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響からの回復期で好転の兆しもあるが、
人手不足、物価高・価格転嫁が重荷になり、中小企業全体に賃上げの波を広げ
ていくことが最重要課題。金利のある経済やポストコロナ金融支援への対応の
観点からも、生産性や経営力の向上の必要性がより一層重要となってきてい
る。 

このような状況下において、中小企業者等による積極的な設備投資・事業展
開等を促し、中堅企業への成長ポテンシャルが高い売上高が 100 億円を超える
中小企業（100 億企業）の創出を推進するため、100 億企業を目指す中小企業に
対する上乗せ措置の創設等を行い、中小企業者等の設備投資を通じた生産性の
向上を図ることが不可欠。 

 

 

 

 

 

 

今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標Ⅴ 安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の
確保 
施策目標 15 道路交通の安全性を確保・向上する 
17 自動車の安全性を高める 
 
政策目標Ⅸ 市場環境の整備、産業の生産向上性、消費者利益
の保護 
施策目標 32 建設市場の整備を推進する 
 
○中小企業等経営強化法（平成十一年法律第十八号） 
（目的） 
第一条 この法律は、中小企業等の多様で活力ある成長発展が
経済の活性化に果たす役割の重要性に鑑み、創業及び新たに
設立された企業の事業活動の支援、中小企業の経営革新及び
異分野の中小企業の連携による新事業分野開拓並びに中小企
業等の経営力向上の支援並びに中小企業の事業継続力強化の
支援を行うとともに、地域におけるこれらの活動に資する事
業環境を整備すること等により、中小企業等の経営強化を図
り、もって国民経済の健全な発展に資することを目的とす
る。 

 
○経済財政運営と改革の基本方針 2024～賃上げと投資がけん引
する成長型経済の実現～（令和６年６月 21 日） 
 
第１章 成長型の新たな経済ステージへの移行 
１．デフレ完全脱却の実現に向けて 
 企業の稼ぐ力については、人手不足への対応として、業績改
善にもつながるデジタル化や省力化投資の取組を支援するとと
もに、生産性の持続的な向上に向けて、中堅・中小企業の設備
投資、販路開拓、海外展開等の取組を後押しする。 
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第２章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現  
２．豊かさを支える中堅・中小企業の活性化 

売上 100 億円以上への成長を目指す中小企業について、関係
省庁が連携するビジョンの策定及び地方公共団体や支援機関に
よる支援体制の構築を行いつつ、それらの設備投資、Ｍ＆Ａ・
グループ化等を促進する。 

政 策 の 

達成目標 

 
我が国の生産性は国際的に見ても極めて低い水準にある。今

後、就業者の減少が見込まれる日本にとって、国際競争力維持
のため、中小企業の生産性向上は喫緊の課題であることから、
中小企業者等の生産性を高める設備投資の活発化・加速化を促
し、中小企業の経済活動の活性化を図る。 
具体的には、近年の中小企業における設備投資動向を踏ま

え、下記の指標を満たすことを目標とする。 
 
労働生産性を 2020 年度比で５％向上 

 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
令和７年４月１日～令和９年３月 31 日（２年間） 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
労働生産性を 2020 年度比で５％向上 

 

政策目標の

達 成 状 況 

 
令和５年度における中小企業者等の労働生産性は 2020 年度比

で 4.4％向上となっている。 
中小企業者等の設備投資状況等は、新型コロナウイルス感染

症拡大の影響から回復期で好転の兆しもあるが、人手不足、物
価高・価格転嫁が重荷になり、未だ、持ち直している状況とは
言えない。また、金利のある経済やポストコロナ金融支援への
対応の観点からも、生産性や経営力の向上の必要性がより一層
重要となってきている、中小企業者等の積極的な設備投資・事
業展開等を促すためには、引き続き措置が必要。 
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中小企業の労働生産性の推移（単位：百万円）

（出典）財務省「法人企業統計」より財務課集計
※中小企業=資本金１億円未満として集計
※労働生産性＝付加価値（当期末）÷期中平均従業員数（当期末）
※付加価値（当期末）＝人件費＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課＋営業純益
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有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
（適用期間内における適用件数見込み） 
令和７年度 22,434 件 
令和８年度 22,389 件 
※令和４年度「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する
報告書」、中小企業景況調査等より推計 

 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
現行制度は、税額控除と即時償却の選択適用を可能としてい

るが、これにより、事業者は設備投資した初年度の税負担が軽
減されることによる資金繰りの改善、償却費用の前倒しによる
投下資金の早期回収を図ることが可能となる。また、特例を利
用するためには、中小企業等経営強化法の経営力向上計画の認
定を受ける必要があり、当該計画の認定を受けるためには、国
の指針に基づき経営力の向上を図るための設備投資を含む取組
を行うことが必要。 
本特例措置により、事業者は償却費用の前倒しや税負担の軽

減といったメリットを享受できるため、より積極的な事業展開
を行うための設備投資へのインセンティブとなる。 
加えて、中小企業者等の投資を幅広く促進するため、ほぼ全

ての業種を対象として、生産性の高い設備等（機械装置、工
具、器具備品、建物附属設備、ソフトウエア）を取得する場合
（ファイナンス・リースも含む）に適用を可能とされている一
方、取得価額要件（一定金額以上の設備投資を対象）を設定す
ることなどにより、経営力の向上に著しく効果のある設備投資
に限定して措置を行うべく、制度設計がなされているものであ
る。 
 また、本特例措置を利用して設備を導入した企業のうち、本
特例措置がなければ設備投資を先延ばしした又は設備投資が減
少したと答えた企業は半数以上であり（令和６年度中小企業庁
アンケート調査より）、景気の先行きの不透明さ等から設備投
資を躊躇する傾向にある中小企業者等の設備投資を着実に後押
ししている。 
 

相 

当 

性 
当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
中小企業者等が行う設備投資関連の他の税制として、中小企

業投資促進税制がある。 
中小企業投資促進税制は、中小企業者等の幅広い設備投資を

促進するため、計画認定を必要とせず、一定の規模以上の設備
投資を対象としている。また、取得価額の 30％の特別償却又は
７％の税額控除を選択適用（税額控除は資本金 3,000 万円以下
の法人、個人事業主のみ）できることとされている。 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
－ 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
－ 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
本特例措置では、中小企業等経営強化法の認定を受けた中小

企業者等の質の高い投資を幅広く促進するため、ほぼ全ての業
種を対象として、生産性の高い設備等（機械装置、器具備品、
工具、建物附属設備、ソフトウエア）を取得する場合（リース
も含む）に適用を可能とする一方、取得価額要件（一定金額以
上の設備投資を対象）を設定することなどにより、経営力の向
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上に著しく効果のある設備投資に限定して措置を行うべく、制
度設計がなされている。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
【適用件数】 
令和２年度 ：23,079 件 
令和３年度 ：23,919 件 
令和４年度 ：22,569 件 
【減収額】 
令和２年度 ：768 億円 
令和３年度 ：914 億円 
令和４年度 ：892 億円 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
租税特別措置法の条項：第 42 条の 12 の４、第 68 条の 15 の５ 
適用件数：特別償却 14,973 件 
     税額控除  7,596 件 
適用額 ：特別償却 5,005 億円 
     税額控除   120 億円 
※令和４年度の適用状況 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 税制措置による設備投資の押し上げ（下支え）効果の具体的
な数値としては、本特例措置がなければ設備投資を先延ばしし
た又は設備投資が減少したと答えた企業は半数以上とのアンケ
ート結果がある。 
 
 令和５年度に総務省と政策所管府省と共同で実施した租税特
別措置の効果検証によって、中小企業の設備投資に対する本税
制の効果についての報告書が公表※されている。 
 
※公表ページ 
総務省ホームページ 
租税特別措置等の効果検証手法の検討について「租税特別措置
等の効果検証手法の検討に関する報告書（個別）【概要】」 
https://www.soumu.go.jp/main_content/000953973.pdf 
 
 同報告書では、「経強または中促を適用した企業において、
労働生産性および設備投資額売上高比率、一人当たり売上高が
上昇している」とされ、「設備投資に対して本税制が正の因果
効果を持つ可能性が示されており、経強や中促は設備投資を押
し上げている可能性がある」と示している。 
 このように、一定の効果が確認されたところであるが、本税
制の効果を確認する手法として、今後も、税制利用企業のデー
タを活用した効果検証の手法の活用を検討する。 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
中小企業者等の設備投資をリーマンショック前の 14 兆円の水

準まで回復させること。 
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前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
令和５年度における中小企業者等の設備投資は 13 兆円となっ

ている。 
令和２年に新型コロナウイルス感染症の影響により、経済は

大きく落ち込み、設備投資も減少したが、現在は回復期で好転
の兆しもある。 
一方で、人手不足、物価高・価格転嫁の影響により、中小企

業の業況については先行きが不透明な状況もあり、設備投資の
動向も不安定な状況にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 26 年度 中小企業投資促進税制の上乗せ措置を創設 

（平成 29 年３月末までの適用期間の延長） 
平成 29 年度 中小企業投資促進税制の上乗せ措置部分を 

改組し、中小企業経営強化税制として新設 
（適用期間は平成 31 年３月末まで） 

令和元年度 特定経営力向上設備等の範囲の明確化及び 
適正化を行った上で延長 
（適用期間は令和３年３月末まで） 

令和２年度 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策 
特定経営力向上設備等の対象にテレワーク等の 
ために行う設備投資を追加 

令和３年度 修正 ROA 等が一定割合以上向上するための 
設備投資の追加等を行った上で、延長 
（適用期間は令和５年３月末まで） 

令和５年度 ２年間の延長（令和７年３月末までの適用期間の
延長）、対象資産からコインランドリー業又は暗
号資産マイニング業（主要な事業であるものを除
く）の用に供する機械装置でその管理のおおむね
全部を他の者に委託するものを除外 
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令和７度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長）  

（国土交通省物流・自動車局貨物流通事業課） 

制 度 名 
中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額等の特
別控除（中小企業投資促進税制）の延長 

税 目 

所得税 
租税特別措置法第 10 条の３ 
租税特別措置法施行令第５条の５ 
租税特別措置法施行規則第５条の８ 

法人税 
租税特別措置法第 42 条の６、第 52 条の２ 
租税特別措置法施行令第 27 条の６、第 30 条 
租税特別措置法施行規則第 20 条の３ 

 

要

望

の

内

容 

 
 
 
 
適用期限を２年間延長する。 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額  ―   百万円 

(制度自体の減収額) (▲46,300 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   ―  百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

国土交通省関係の中小企業者が生産性向上のための投資をしやすい環境を整
備することを通じて、質の高い物流サービスの提供や公共事業の確実な施行等
を確保し、もって国民生活の安定と我が国の経済活動の発展に資することを目
的とする。 

 

⑵ 施策の必要性 

人口減少・少子高齢化の進展に伴う労働力人口の減少や国際競争の激化等、
中小企業を取り巻く事業環境は厳しさを増しており、足下では生産性が低迷
し、人材確保や事業の持続的発展が懸念されているところ。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響からの回復期で好転の兆しもあるが、
人手不足、物価高・価格転嫁が重荷になり、中小企業全体に賃上げの波を広げ
ていくことが最重要課題。金利のある経済やポストコロナ金融支援への対応の
観点からも、生産性や経営力の向上の必要性がより一層重要となってきてい
る。 

このような状況下において、中小企業者等による積極的な設備投資・事業展
開等を促すため、特別償却等の税制上の強力な支援を行い、中小企業者等の設
備投資を通じた生産性の向上を図ることが不可欠。 

 

今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

合 

理 

性 
政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標：Ⅸ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益
の保護 
施策目標：32 建設市場の整備を推進する 
施策目標：35 自動車運送業の市場環境整備を推進する 
 
政策目標：Ⅵ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確
保・強化 
施策目標：19 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推
進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する 

政 策 の 

達成目標 

 
国土交通関係中小企業者が生産性向上のための投資をしやす

い環境を整備することを通じて、質の高い物流サービスの提供
や公共事業の確実な施行等を確保し、もって国民生活の安定と
我が国の経済活動の発展を図る。 
具体的には、下記の指標を満たすことを目標とする。 
【トラック】 
・営業用トラックの新車登録台数 
対平成 10 年度比 100％以上又は全車種の対平成 10 年度比を上
回ること 
 
【内航船】 
・内航船舶の建造の促進 
年間新造船隻数を 90 隻以上 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
令和７年４月１日～令和９年３月 31 日（２年間） 
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同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
国土交通関係中小企業の生産性の向上等を図るため、以下の

とおり、これら中小企業の設備投資を促進する。 
 
・営業トラックの新車登録台数 
対平成 10 年度比 100％以上又は全車種の対平成 10 年度比を上
回ること 
 
・内航船舶の建造の促進 
年間新造船隻数を 90 隻以上 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
【トラック】 

・全車種の新車登録台数は平成 10 年度と比較して大きく減少
し、近年は横ばいで推移しており、車両総重量 3.5ｔ超の営業用
トラックの新車登録台数は対平成 10 年度比 106.0％となってい
る。 
 
 

 
【内航海運】 
内航船舶の新造船隻数  

→新造船隻数：令和５年度は 64 隻となっている 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

10 年度 

 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

営業用 

トラック 

単位：台 

 

52,850 

(100.0) 

 

78,564 

(148.7) 

66,992 

(126.8) 

61,105 

(115.6) 

48,137 

(91.1) 

56,005 

(106.0) 

全車種 

単位：

千台 

 

4,234 

(100.0) 

 

3,228 

(76.2) 

2,975 

(70.3) 

2,739 

(64.7) 

2,796 

(66.0) 

2,995 

(70.7) 

 ９年度 30 年度 
令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

新造船 

隻数 

89 

(100.0) 

 

90 

(101.1)  

 

80 

(89.9) 

 

 

80 

(89.9) 

 

 

74 

(83.1) 

 

 

81 

(91.0) 

 

 

64 

(71.9) 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
（適用期間内における適用件数見込み） 
令和７年度 50,492 件 
令和８年度 50,391 件 
※令和４年度「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する
報告書」、中小企業景況調査等より推計 

 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
現行制度は、税額控除と特別償却の選択適用を可能としてい

るが、これにより、事業者は設備投資した初年度の税負担軽減
による資金繰りの改善、償却費用の前倒しによる投下資金の早
期回収を図ることが可能となる。これらの施策は企業の資金繰
りにメリットを生じさせる効果があるため、事業者にとって投
資へのインセンティブとなる。 
加えて、本特例措置では、中小企業者等の投資を幅広く支援

するため、機械装置、測定工具・検査工具、ソフトウエア、普
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通貨物自動車、内航船舶を取得する場合（内航船舶以外はファ
イナンス・リースも含む）に適用が可能とされている一方、取
得価額要件（一定金額以上の設備投資を対象）の設定や、一部
の資産について一定スペック以上のものに範囲を限定すること
により、事業の高度化等に資する設備投資に照準を当てて支援
を行うべく、制度設計がなされているものである。 
 また、本特例措置を利用して設備を導入した企業のうち、本
特例措置がなければ設備投資を先延ばしした又は設備投資が減
少したと答えた企業は半数以上であり（令和６年度中小企業庁
アンケート調査より）、景気の先行きの不透明さ等から設備投
資を躊躇する傾向にある中小企業者等の設備投資を着実に後押
ししている。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 
中小企業者等が行う設備投資関連の他の税制としては、中小

企業経営強化税制がある。 
中小企業経営強化税制は、中小企業等経営強化法における

「経営力向上計画」の認定を受け、生産性の高い設備等を導入
した場合に、より効果の高い税制措置（即時償却又は取得価格
の 10%の税額控除（資本金 3,000 万円超１億円以下の法人は
７%））を利用できる税制となっている。 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
― 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
― 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

本特例措置では、中小企業者等の投資を幅広く促進するた
め、機械装置、検査工具・測定工具、ソフトウエア、普通貨物
自動車、内航船舶を取得する場合（内航船舶以外はファイナン
ス・リースも含む）に適用を可能とする一方、取得価額要件
（一定金額以上の設備投資を対象）の設定や、一部の資産につ
いて一定スペック以上のものに範囲を限定することにより、事
業の高度化等に資する設備投資に限定して支援を行うべく、制
度設計がなされている。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関

連
す
る
事
項 

租税特別 

措置の  

適用実績 

 
【適用件数】 

 

令和２年度：49,060 件 

令和３年度：51,857 件 

令和４年度：50,593 件 

 

【減収額】 

 

令和２年度：463 億円 

令和３年度：501 億円 

令和４年度：463 億円 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
租税特別措置法の条項：第 42 条の６、第 68 条の 11 
適用件数：特別償却 21,339 件 
     税額控除 29,254 件 
適用額 ：特別償却 1,814 億円 
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     税額控除   189 億円 
※令和４年度の適用状況 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
【トラック】 
税制措置による設備投資の押し上げ（下支え）効果の具体的

な数値としては、税制措置があることによって約６割の企業の
投資判断を後押しし、また、税制措置による税の減免（キャッ
シュフローの増加）分の使途としては、約４割が新たな設備や
人材育成等への再投資に回るとのアンケート結果がある。（ト
ラック事業者の意識調査（トラック協会によるアンケート）） 
 
【内航海運】 
税制措置による設備投資の押し上げ（下支え）効果の具体的

な数値としては、税制措置があることによって 10 割の事業者
が、船舶購入の決断に影響を与えたと回答したアンケート結果
がある。（内航海運業者への意識調査（国土交通省海事局内航
課によるアンケート）） 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
国土交通関係中小企業者が生産性向上のための投資をしやす

い環境を整備することを通じて、質の高い物流サービスの提供
や公共事業の確実な施行等を確保し、もって国民生活の安定と
我が国の経済活動の発展を図る。 
具体的には、下記の指標を満たすことを目標とする。 
 

【トラック】 
・営業用トラックの新車登録台数 
対平成 10 年度比 100％以上又は全車種の対平成 10 年度比を上
回ること 
 
【内航船】 
・内航船舶の建造の促進 
年間新造船隻数を 90 隻以上 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
営業用トラックは令和５年度末時点で、平成 10 年度比

106.0％となっている。内航船舶の新造船隻数については、令和
５年度は 64 隻となっている。 
中小企業者等の設備投資状況等は、新型コロナウイルス感染

症拡大の影響から回復期で好転の兆しもあるが、人手不足、物
価高・価格転嫁が重荷になり、未だ、持ち直している状況とは
言えない。また、金利のある経済やポストコロナ金融支援への
対応の観点からも、生産性や経営力の向上の必要性がより一層
重要となってきている、中小企業者等の積極的な設備投資・事
業展開等を促すためには、引き続き支援が必要。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成10年度 「総合経済対策」（平成10年４月）に伴う措置とし 

て創設 
平成11年度 延長及び対象設備等の拡充（普通貨物自車：車両総

重量８㌧以上→3.5㌧以上） 
平成12年度 延長（平成13年５月迄の適用期間の延長） 
平成13年度 10ヶ月の延長（平成14年３月迄の適用期間の延長） 
平成14年度 延長（平成16年３月迄の適用期間の延長）、対象設 

備（機械・装置）の取得価額の引き下げ 
平成16年度 延長（平成18年３月迄の適用期間の延長）、対象設

備（器具・備品）の取得価額の引き上げ 
平成18年度 延長（平成20年３月迄の適用期間の延長）、一定の

ソフトウエアの追加、器具・備品の見直し（デジタ
ル複合機の追加） 

平成20年度 延長（平成22年３月迄の適用期間の延長） 
平成22年度 延長（平成24年３月迄の適用期間の延長） 
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平成 24 年度 延長（平成 26 年３月迄の適用期間の延長）、器
具・備品及び工具の見直し（試験又は測定機器、
測定工具及び検査工具の追加） 

平成 26 年度 延長（平成 29 年３月迄の適用期間の延長、上乗せ
措置部分の即時償却及び税額控除の拡充） 

平成 29 年度 上乗せ措置部分を改組・新設の上、２年間の延長
（平成 31 年３月迄の適用期間の延長） 

令和元年度 延長（令和３年３月迄の適用期間の延長） 
令和３年度 延長（令和５年３月迄の適用期間の延長） 
令和５年度 延長（令和７年３月迄の適用期間の延長）、対象資 

産からコインランドリー業（主要な事業であるもの 
を除く）の用に供する機械装置でその管理のおおむ 
ね全部を他の者に委託するものを除外、対象資産の 
うち総トン数 500 トン以上の内航船舶にあって 
は、環境への負荷の低減に資する装置（機器及び構 
造を含む。）の設置状況等を国土交通大臣に届け出
た船舶に限定。 
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令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省航空局航空ネットワーク部近畿圏・中部圏空港課） 

項 目 名 リース会計基準の変更に伴う所要の措置 

税 目 法人税 

要

望

の

内

容 

企業会計基準委員会は、我が国リース会計基準について国際的な整合性の観
点等から、借り手側におけるオペレーティング・リース取引について、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を廃止する方針で検討を進めている。
また、リース取引に係る貸手の会計処理の変更についても検討している。 
今般、同委員会において、リース会計基準の見直しについて上記内容とした

草案が令和５年５月に公表されており、これを踏まえてリース会計基準が変更
される場合には、変更に伴う企業の負担ができるだけ生じないようにする等適
切な税制上の措置について要望するものである。 
また、リース譲渡とみなして措置されている「関西国際空港及び大阪国際空

港に係る公共施設等運営権対価の益金認識についての特例」についても、リー
ス会計基準の見直しにより影響を受ける可能性があるため、適切な措置（存
続）を要望する。 
 
＜経済産業省との共同要望＞ 

 

 平年度の減収見込額     ―   百万円 

(制度自体の減収額) (   ―  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   ―  百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

 我が国のリース取引は、設備導入を容易にするビジネスツールとして広く定
着しており、我が国企業の競争力維持のため、企業経営に必要なものである。 
今般のリース会計基準の見直しにより、リース利用者をはじめ関連業界にお

いては税務処理への影響が想定される。このため、リース会計基準の見直しに
伴う税務処理において、リース取引の利用者等に過度な負担が生じ、リース取
引の存立基盤に大きな影響を与えることがないよう、適切な税制上の措置を講
ずることで、今後のリース取引の健全な発展に資することを目的とする。 

 

⑵ 施策の必要性 

リース取引は我が国産業の設備投資の重要なツールである。リース会計基準
の見直しに伴う税務処理において、リース取引の利用者等に過度な負担が生
じ、リース取引の存立基盤に大きな影響を与えることがないよう、適切な税制
上の措置を講ずることが必要である。 
また、関西国際空港及び大阪国際空港については、関西国際空港及び大阪国

際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平成 23 年法律第 54
号）に基づき平成 28 年度より公共施設等運営権の設定（コンセッション）が実
施され、新関西国際空港株式会社（以下「新関空会社」という。）はその対価
を原資として関西国際空港の整備に要した債務を返済しているところ、両空港
に係る公共施設等運営権対価については、公共施設等運営権の設定をリース譲
渡とみなす益金認識についての特例により、コンセッション期間にわたり各事
業年度ごとに益金として認識している。これにより、新関空会社における債務
の早期かつ確実な返済を進めており、新関空会社の財務体質の健全化を支援
し、関西空港の国際拠点空港としての再生・強化、両空港の適切かつ有効な活
用を通じた関西の航空輸送需要の拡大が図られていることから、リース会計基
準の見直しに関わらず、現行の特例措置の存続が必要である。 
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今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標Ⅵ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確
保・強化 
 
施策目標 24 航空交通ネットワークを強化する 
 

政 策 の 

達成目標 
新関空会社における債務の早期かつ確実な返済を進め、財務体
質の健全化を通じて、適切な業務運営の確保を図る。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
― 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
― 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
― 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
― 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

リース会計基準の見直しに伴う税務処理において、リース取
引の利用者等に過度な負担が生じ、リース取引の存立基盤に大
きな影響を与えることがないよう、適切な税制上の措置を講ず
ることを要望するものであり、今後のリース取引上の追加負担
の発生を回避し、その健全な発展を促進する上で有効である。 
また、コンセッション期間にわたり益金認識することで、新

関空会社における債務の早期かつ確実な返済を進め、新関空会
社の財務体質の健全化を支援し、ひいては関西空港の国際拠点
空港としての再生・強化、関空・伊丹両空港の適切かつ有効な
活用を通じた関西の航空輸送需要の拡大が図られることから、
本措置は有効である。 

相 

当 

性 
当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
― 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
― 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
― 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

リース会計基準の見直しに伴う税務処理において、リース取
引の利用者等に生じる過度な負担が、リース取引の存立基盤に
大きな影響を与えることがないよう、適切な税制上の措置を講
ずることで、今後のリース取引上の追加負担の発生を回避し、
その健全な発展に資することを目的としており、政策目的達成
手段として妥当である。 
また、公共施設等運営権対価の益金認識については、 
・管理者たる新関空会社による継続的な支配・管理があるこ

と 



16-3 
 

・コンセッション期間中に契約解除する場合、管理者は契約
解除後の運営権対価の支払いを受けることができないこと 

という法的性質を有することからリース譲渡とみなした益金認
識を措置しているところであり、一括で益金認識するのではな
く、コンセッション期間にわたり益金認識することが合理的で
あることから、妥当である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
― 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
― 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
― 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
― 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
 
― 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

（関西国際空港及び大阪国際空港に係る公共施設等運営権対価
の益金認識についての特例措置） 
 
創設 平成 26 年度 
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令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省観光庁観光地域振興課） 

項 目 名 沖縄の観光地形成促進地域における課税の特例措置の延長等 

税 目 法人税 

要

望

の

内

容 

沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）の規定に基づく観光地形成促
進地域における課税の特例について、措置内容を以下のとおり変更の上、適用
期限（令和７年３月 31 日）を２年間延長し、令和９年３月 31 日までとする。 
 
《要望の内容》 
○ 観光地形成促進措置の実施に関する計画（以下「措置実施計画」という。）

について、沖縄県知事の認定及び主務大臣の確認を受けた事業者が、特定民

間観光関連施設の新設又は増設に伴い取得した器具・備品についても課税の

特例措置の適用対象に追加する。 
○ その他、適正化を図るため措置実施計画の期間等について所要の整備を行

う。 
 
 
【関係条文】 
沖縄振興特別措置法第８条、第９条 
租税特別措置法第 42 条の９ 
租税特別措置法施行令第 27 条の９ 
租税特別措置法施行規則第 20 条の４ 
地方税法第 23 条第１項第３号、第
292 条第１項第 3号 
地方税法附則 第 33 条第１項 

 平年度の減収見込額 ▲155 百万円 

(制度自体の減収額) ( ▲0  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  ― 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

国内外からの観光客の誘客、観光資源の持続的利用、観光の高付加価値化等
を通じた観光産業の一層の振興により、沖縄の自立型経済の発展を目指す。 

 

⑵ 施策の必要性 
沖縄県は地理的、歴史的、社会的な特殊事情に起因した不利性を抱えてお

り、一人当たり県民所得は全国最下位であるところ、こうした沖縄の置かれた
特殊な諸事情に鑑み、沖縄振興策が講じられている。観光産業は沖縄のリーデ
ィング産業として沖縄経済を牽引してきたものの、観光客の「一人当たり県内
消費額」や「平均滞在日数」が伸び悩むなど、観光客の増加が必ずしも経済の
好循環や一人当たり県民所得の向上につながっていないといった課題を抱えて
いる。 
観光客一人当たりの消費単価の向上と平均滞在日数の延伸に向けて、滞在型

観光の推進や観光産業の高付加価値化など「質の向上」に向けた施策に取り組
んでいるところ、沖縄を訪れる観光客の多様なニーズに対応したサービスを提
供できるよう、民間の活力を活用し魅力のある観光関連施設を充実させていく
必要がある。 

以上のことから、民間主導による観光関連施設の設置のため、更なる投資促
進が図られるよう、本特例措置を講ずる。 

 

今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確

保・強化  
施策目標 20 観光立国を推進する 
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政 策 の 

達成目標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 
観光客の一人当たり県内消費額や平均滞在日数の増加へとつ

ながるよう、沖縄観光の高付加価値化やブランドイメージの向
上を図るため、本特例措置の活用を通して、魅力的な観光関連
施設の整備を促進する。 

○ 測定指標 
・特定民間観光関連施設への累計投資額 
・民間観光関連施設数 
 
○ 目標値 
・特定民間観光関連施設への累計投資額の増加 
令和７・８年度における特定民間観光関連施設への設備投資
累計額：31 億 18 百万円 
＜算出方法＞ 

平成 24 年度から令和５年度までの設備投資額累計額：17,146 百万円 

年平均設備投資額＝17,146 百万円÷11 年＝1,559 百万円/年 

※令和元年度は取得価額が不明なため除く 

1,559 百万円×２年(R7・R8)＝31 億 18 百万円 

【沖縄県調査を基に算出】 

 
※別途、事業者ヒアリングや沖縄県提供情報により令和７・８年度に 

数百億円程度の投資が見込まれる。 

 
・民間観光関連施設の設置数 
令和８年度民間観光関連施設数： 304 施設 
＜算出方法＞ 

観光客の多様なニーズに応えることのできる民間観光関連施設（特定

民間観光関連施設（H24 以降に本制度が適用された施設）と宿泊施設）

の設置数とする。 

特定民間観光関連施設については、令和６年度以降に４施設/年の適用

を目標とする。 

宿泊施設については、滞在日数の延伸等に寄与できる会議場や結婚式場

などが併設されるリゾートホテル、シティホテルの 11 施設/年の新設を目

標とする。 

R5     R8 

施設数  259 施設 ⇒ 304 施設 （+45 施設） 
【沖縄県調査を基に算出】 

 
○ 達成目標の変更理由 
従前の達成目標は、県知事認定や主務大臣の確認の新規導入

を想定して設定していたが、今回新たに器具・備品を対象に含
むよう要望を行うことを踏まえ、観光地形成に直接結びつく達
成目標に変更し、本特例措置の有効性等の検証をより適切に行
えるようにした。 
（参考） 
・従前の達成目標 

①県内の対象施設等における事業認定申請率 
②事業認定要件で定める基準値の達成状況 

 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
令和７年４月１日から令和９年３月 31 日までの２年間 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

〇 達成目標 
 上記達成目標と同じ 
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政策目標の

達 成 状 況 

○ 過去の達成状況 
・本制度の活用対象となる特定民間観光関連施設のうち本制度
が適用された施設の設備投資額      

単位：百万円 

 R1 R2 R3 R4 R5 

投資額 28,221 0 2,687 0 832 

【年間投資額は R1 年度から R4 年度まで沖縄県調査、R5 年度は事業者申 

請書】 

※令和元年度：取得価額の情報が取得できないため、課税標準額を取得価 

額としている。 

 
・民間観光関連施設数（累計）         単位：施設 

 R1 R2 R3 R4 R5 

民間観光関連施設 222 229 233 237 259 

うち、特定民間観光関連施設 

うち、宿泊施設 

19 

203 
19 

210 

24 

209 

24 

213 

25 

234 

【特定民間観光関連施設は沖縄県調査。宿泊施設は沖縄県「宿泊施設実態 

調査」】 

※特定民間観光関連施設について、H24 以降に本制度が適用された施設数 

を記載。 

※宿泊施設については、滞在日数の延伸等に寄与できる会議場や結婚式場 
などが併設されるリゾートホテル、シティホテル数を記載。 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

令和７年度以降、平年度で５件、190 百万円の投資税額控除の適
用が見込まれる。 
※平成 30 年度～令和４年度実績の平均値、事業者ヒアリングや沖縄県提供 

情報により算出。 

【平成 30 年度～令和４年度実績は財務省「租税特別措置の適用実態調査の 

結果に関する報告書」による】 

【拡充に伴う適用見込みは事業者ヒアリング・沖縄県提供情報による】 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

○ 今後の達成見込み 
・特定民間観光関連施設の設備投資額  単位：百万円 

 R6 R7 R8 

投資額 1,559 1,559 1,559 

  （考え方） 

平成24年度から令和５年度までの設備投資額累計額：17,146百万円 

年平均設備投資額＝17,146 百万円÷11 年＝1,559 百万円/年 

※令和元年度は取得価額が不明なため除く 

【沖縄県調査を基に算出】 

 
※別途、事業者ヒアリングや沖縄県提供情報により令和７・８年度に 

数百億円程度の投資が見込まれる。 

 
・民間観光関連施設数（累計）      単位：施設 

 R6 R7 R8 

民間観光関連施設 274 289 304 

うち、特定民間観光関連施設 

うち、宿泊施設 

29 

245 

33 

256 

37 

267 

※観光客の多様なニーズに応えることのできる民間観光関連施設（特定民 

間観光関連施設と宿泊施設）の設置数とする。 

※特定民間観光関連施設について、H24 以降に本制度が適用された施設数 

を記載。令和６年度以降に４施設/年の適用を目標とする。平成 24 年度 

以降において、課税年度の前年度に取得されたと仮定し、不動産取得税 
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の課税免除対象件数の最高値４件を目標値に採用。 

※宿泊施設については、滞在日数の延伸等に寄与できる会議場や結婚式場 

などが併設されるリゾートホテル、シティホテルの 11 施設/年の新設を 

目標とする。平成 27 年度から令和４年度までの平均増加数を目標値に採 

用。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
・事業所税の資産割の課税標準の特例 
・事業税、不動産取得税及び固定資産税の課税免除並びに不均 
一課税に対する地方交付 税による減収補填措置 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
なし 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
なし 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

世界から選ばれる持続可能な観光地の形成を促進するため、
沖縄県内全域において多種多様な特定民間観光関連施設を整備
することを目的としており、企業に対して効果的にインセンテ
ィブを与え、新たな設備投資を促進する手段としては、対象や
時期を限定した補助金等ではなく、各企業が一定の裁量の元で
施設や設備の投資等に関する経営判断を行うことができる特例
措置が的確な手段である。 
また、本特例措置は沖縄の目指す観光地の形成に資すると判

断される場合に、対象施設に限定して措置を講じていることか
ら、無差別に適用されることなく必要最小限の措置となってい
る。 
適用実績が伸び悩んでいる理由としては、近年のコロナ禍の

影響で落ち込んでいた観光産業は現在回復傾向にあるものの、
事業者が設備投資に踏み切るまでに一定のタイムラグが生じて
いるためと考えられるところ、観光産業の回復及び更なる発展
を後押ししていくためにも、本特例措置の継続が必要である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効

果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

○過去３年間の適用実績 
 （単位：件、百万円） 

【財務省「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」】 

 ※令和５年度の件数及び金額は推計。 

項目 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 
投資税
額控除 

１ 28 ２ 18 ３ 35 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

○過去３年間の適用実態調査結果 
（単位：件、百万円） 

【財務省「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」】 
 

項目 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 
投資税
額控除 

１ １ １ 28 ２ 18 
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租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

対象施設が本税制措置の適用を受けるためには、事業の高付
加価値化等を図るものである旨の認定を受ける必要があること
から、本特例措置の活用を通じて、対象施設における事業の高
付加価値化等を促進する直接的な効果がある。 
また、税負担を軽減することによって、観光客に選ばれる施

設となるための設備投資を促すことで、より幅広く観光客のニ
ーズに対応できる観光地の形成が図られ、観光客の消費額と滞
在日数の増加にもつながることが期待される。 
 

・観光関連指標の推移 

【沖縄県調査】 

※令和２年度～令和５年度は新型コロナウイルスの影響のため試算値。 

 

    年度   

項目 
H24 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

入域観光客数（万

人） 
592 877 958 1,000 947 258 327 677 853 

観光収入（億円） 3,997 6,603 6,979 7,341 7,047 2,485 2,924 7,013 8.507 

観光客一人当たりの

平均滞在日数（日） 
3.75 3.71 3.68 3.59 3.70 4.17 4.42 4.25 4.04 

観光客一人当たりの

県内消費額（円） 
67,459 75,297 72,853 73,374 74,425 99,956 91.555 103,706 99.699 

前回要望時 

の達成目標 

○所期の達成目標（令和４年度税制改正要望時） 
 ①県内の対象施設等における事業認定申請率：3.4％～3.6％
（令和５年度） 
（考え方） 
６件／168 施設＋６件＝3.4％（令和４・５年度の投資が全て新設の場合） 

６件／168 施設＝3.6％（令和４・５年度の投資が全て増設の場合） 

※施設数は沖縄県調べによる実績。 

 

②事業認定要件で定める基準値の達成状況 

 ※事業認定要件については、沖縄県知事が定めることとし

ているため（本スキームについては、沖縄振興特別措置

法の改正内容の検討と一体的に検討する）、現時点では

未決定であるが、認定を受けた事業者の基準値達成状況

を測定指標とする。現時点でイメージされる認定基準は

以下のとおり。 

・本税制措置の適用を受けた施設（県産品を販売・活用する

事業を行うものとして事業認定を受けた事業所に限る）の

食料品・工芸品販売事業における県産品の平均売上率：平

均 55％ 

・本税制措置の適用を受けた事業所（現金給与額を増額する

事業行うものとして事業認定を受けた事業所に限る）の認

定事業期間中の一人平均月間現金給与総額の認定事業開始

前年度からの平均増加率：1.5％ 

・本税制措置の適用を受けた事業所（付加価値額を向上させ

る事業を行うものとして事業認定を受けた事業所に限る）

の付加価値額の認定事業開始前年度から認定事業開始後２

年度目の平均増加率：0.66％（1年度目 0.33％） 
・本税制措置の適用を受けた事業所（労働生産性を向上させ
る事業を行うものとして事業認定を受けた事業所に限る）
の労働生産性の認定事業開始前年度から認定事業開始後２
年度目の平均増加率：0.66％（１年度目 0.33％） 
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前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

○所期の達成目標の達成状況  
 ①県内の対象施設等における事業認定申請率： 

１件／173 施設＝0.6％（令和５年度） 
（考え方） 

  令和５年度における事業認定の申請総数÷関係する観光関連施設数（沖
縄県において、増設投資が行われれば本税制措置の対象施設となり得る可
能性のある類似の施設（宿泊施設の併設施設等税制の適用要件から明らか
に外れる施設を除く）として沖縄県が把握している全 173 施設。 

 ※施設数は沖縄県調べによる実績。 

 

 （補足） 

  令和３年度に当要望書を提出した時点では、令和５年度末までの２年延 

長を要望していたところ、結果的には３年延長となっており、「所期の達 

成目標」における最終年度と本税制の期限年度にずれが生じている。 

 ※②については、主務大臣の確認など事前確認制度を導入するにあたり、

スキームとして検討していた要件を記載したもの。これらはその時点で

の認定基準イメージであり、現行制度においては、付加価値額増加率、

常用労働者数の維持・増加、給与増加率といった要件が定められてい

る。①は未達であるが、現行制度の②の要件を満たす実績があることか

ら、本税制が魅力ある観光地形成につながる沖縄観光の高付加価値化等

に寄与したものと考える。 

 

○目標未達の理由 
令和３年度の目標設定時には、コロナ禍の影響は残るものの 

観光産業の回復を見据え一定程度の投資が投下されることを想
定していた。 
しかしながら、沖縄振興開発金融公庫の業務統計年報による

と、例として宿泊業への設備投資の貸出額の推移は、令和２年
度には前年度比（▲８割減（約 14 億円））と大きく落ち込み、
令和３年度から令和５年度までにおいても約 30 億円と、令和元
年度の５割程度の低い水準で推移している。観光産業は回復傾
向にあるものの、事業者が設備投資に踏み切るまでに一定のタ
イムラグが生じているものと考えられる。 
 

沖縄振興開発金融公庫 宿泊施設(設備)に係る貸付実績 
R 元年度   R２年度   R３年度   R４年度   R５年度  

件数     80 件    53 件    27 件     31 件     47 件 

貸付額  7,249 百万円 1,386 百万円 3,408 百万円 3,099 百万円 3,065 百万円 

【沖縄振興開発金融公庫 業務統計年報より】 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成 10 年度  観光振興地域制度を創設 
平成 14 年度 観光振興地域制度に係る地域指定要件及び対象 

施設要件の緩和 
平成 19 年度  観光振興地域制度に係る対象施設の拡充（対象 

施設である教養文化施設に文化紹介体験施設を追
加） 

平成 24 年度  観光振興地域制度を廃止し、観光地形成促進 
地域制度を創設 

平成 26 年度  観光地形成促進地域制度に係る対象施設の拡充 
（宿泊施設内の観光関連施設を追加）及び対象施   
設の床面積等に係る要件を緩和 

平成 29 年度 観光地形成促進地域制度に係る対象施設から 
９施設を除外（野球場、陸上競技場、蹴球場、 
スキー場、体育館、釣り場、遊漁船等利用施 
設、遊覧船発着場及び図書館） 

令和元年度   ２年間延長 
令和３年度  １年間延長 
令和４年度  ３年間延長等(県知事認定・主務大臣の確認制度 
導入、対象となる特定民間観光施設の見直し) 

 




